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厚生労働科学研究費補助金 (がん対策推進総合研究事業) 

総括研究報告書 

 

患者・家族の意思決定能力に応じた適切な意思決定支援の実践に資する簡便 

で効果的な支援プログラムの開発に関する研究 

 

研究代表者 小川 朝生 国立研究開発法人国立がん研究センター 

先端医療開発センター精神腫瘍学開発分野 分野長 

 

     

研究要旨 重要な意思決定支援場面において、意思決定能力に基づく適切な

支援の提供を、がん診療連携拠点病院において実現することを目指し、介入

プログラムの検討を進めた。がん登録 DPC データより高齢者の治療選択の実

態の把握を進めると同時に、がん診療連携拠点病院を対象に意思決定支援の

現状に関する認識を調査し、必要性並びに提供上の課題を把握し、教育プロ

グラムに修正を加えた。今後、拠点病院への介入を進める予定である。 

 

 

研究分担者氏名・所属研究機関名及び 
所属研究機関における職名 

 
小川朝生   国立がん研究センター先端医療

開発センター精神腫瘍学開発分
野 分野長 

長島文夫 杏林大学医学部内科学腫瘍科 
教授 

濱口哲弥  埼玉医科大学国際医療センター 
 腫瘍内科 教授 
海堀昌樹 関西医科大学医学部 教授 
平井 啓 大阪大学大学院人間科学研究科

准教授 
渡邉眞理 湘南医療大学 保健医療学部 看

護学科 教授 
稲葉一人 中京大学法務総合教育研究機構

法務研究所 特任研究員 
松井礼子 国立がん研究センター東病院 

薬剤部 副薬剤部長 
五十嵐隆志 国立がん研究センター東病院 

薬剤部 薬剤師 
奥山絢子 聖路加国際大学 看護研究科 

教授 
水谷友紀 杏林大学医学部 腫瘍内科学 

講師 

 

A．研究目的 
 超高齢社会を迎えたわが国では、65 歳以上

人口が 3617 万人（総人口比 28.7%）、75 歳以

上人口も 1871 万人(総人口比 14.9%)(2020 年

9 月 15 日現在推計)となった。今後団塊の世

代が後期高齢者に入る 2025 年までには、都市

部を中心に高齢者の人口が 1.5-2 倍程度に急

増することが推測されている。特に、後期高

齢者は、何らかの医療を受けつつも、比較的

自 立 し た 社 会 生 活 を 営 む (Vunlerable 

Elders)場合が多く、どのような支援方法望ま

れるのか、治療が必要となった場合には治療

の適応はどのようにすればよいのか、等議論

の焦点となっている。 

 高齢者の増加を背景に、意思決定に関して

の知識の普及や実践の必要性が指摘されてい

る。意思決定は、医療においては適切なイン

フォームド・コンセントを実現する上で最重

要な課題であるとともに、療養生活の質を向

上させるためには、アドバンス・ケア・プラン

ニングでも中心的なテーマである。近年では、

がん以外の疾病への緩和ケアを適応する動き

が求められる中で、がん医療のみならず、循

環器や老年医療においても検討されつつある。

緩和ケアにおける経験と実践が、より広く社

会に貢献することも強く期待される領域であ

る。 

 第 3 期がん対策推進基本計画において、コ

ミュニケーションの充実や意思決定支援ガイ

ドラインの作成など意思決定支援を進めるた

めの取組みが行われてきた。しかし、体験調

査等では十分に行われていない課題がある。

加えて、障害者権利条約を受け、医療の領域

でも合理的配慮のもとに、本人自身による意

思決定を実現する体制の整備が求められてい

る。がん診療連携拠点病院において実施可能

な汎用性の高い簡便な介入方法を整備するこ

とが急務である。 
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 そこで、本研究においては、高齢者等にお

ける意思決定支援の現状を把握するとともに、

教育プログラムの開発、実装するための支援

プログラム、意思決定支援の質の向上に資す

る情報の収集・解析を目指して計画を進めた。 

 

 

B．研究方法 
1. 高齢がん患者に対する意思決定支援の

現状把握 

 

がん診療連携拠点病院の相談支援センターの

相談員、緩和ケアチーム専従看護師を対象と

し、各施設 2 名に回答を依頼した。 

自施設の高齢者のがん診療における意思決定

支援に関するアンケート調査：自記式質問紙

を用いた。 

質問内容は、本研究班の研究者・研究協力者

で、相談支援センターの実務担当者、相談支

援センター管理者、がん看護、認知症の専門

医等で検討し、作成した。 

 

2. 高齢がん患者における治療に伴う負担

の検討 

全国のがん診療病院 431 施設の院内がん登

録とリンケージさせた DPC 導入の影響評価に

係る調査データを用いて、非小細胞肺がんと

乳がんについて年齢階級別に外科手術後の日

常生活動作（Activity of Daily Living: ADL）

が 10 点以上低下した者の割合を算出した。 

 

3. 看護師、相談員を対象とした意思決定支

援 

高齢がん患者の治療の意思決定場面では、本

人の意思決定能力が実際よりも低く評価され

たり、家族を中心に病状や治療の選択肢の説

明がされ、家族が中心に意思決定をする等の

場面が散見される。高齢がん患者の意思決定

支援には多くの課題が残されている。 

今回、高齢がん患者の意思決定を支援する医

療職（医師、看護師、ソーシャルワーカー、臨

床心理士等）を対象に、小川班で作成した軽

度認知症がん患者の意思決定場面と中等度か

ら高度認知症がん患者の意思決定支援場面の

トリガービデオ教材を用いて、高齢がん患者

の意思決定支援プログラムに基づいた研修会

を開催した。 

 

4. オンラインによる多職種向けの研修の

試行 

これまでのプログラム実施データを統合し、

幅広い医療従事者を対象とした，意思決定支

援に関する研修プログラムの効果を検討する

ことを目的とする。対面型・オンライン型と

いった実施形態によって、ワークの種別を変

えていることから、本報告書ではオンライン

形式のものに限定し、分析した。 

 

5. 多職種検討会の開催 

がんを持った高齢患者にとって何が適切な医

療なのか、については腫瘍学だけでなく老年

医学の考え方からも学ぶ必要があった。さら

に、治療方針を決めるのは医者だけでなく、

看護師、薬剤師、栄養士、理学療法士、作業療

法士、メディカルソーシャルワーカーなど多

職種の医療従事者が協働する必要があるが、

これらが一堂に会する場所がなかった。その

ため老年腫瘍学の専門家を中心に、腫瘍科医、

外科医、精神腫瘍科医、疫学者、理学/作業療

法師、情報提供の各専門家などの老年医学ま

たは腫瘍学に精通した多職種が参画し、高齢

者のがん診療に関する情報の普及・啓発をす

るための勉強会を検討した。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究のプロトコールは、倫理審査委員会の

審査を受け、研究内容の妥当性、人権および

利益の保護の取り扱い、対策、措置方法につ

いて承認を受けることとした。インフォーム

ド・コンセントには十分に配慮し、参加もし

くは不参加による不利益は生じないことや研

究への参加は自由意思に基づくこと、参加の

意思はいつでも撤回可能であること、プライ

バシーを含む情報は厳重に保護されることを

明記し、書面を用いて協力者に説明し、書面

にて同意を得た。 

 

C．研究結果 
1. 高齢がん患者に対する意思決定支援の

現状把握 

回答は相談支援センター相談員より

305/408 (74.8%)、緩和ケアチーム専従看護

師 327/408 (80.1%)であった。 
1) 高齢がん患者において意思決定支援を

必要とする割合 

相談員の 66%、緩和ケアチーム専従看護

師の 74%が自施設の高齢がん患者の半数

以上において意思決定支援が必要と評

価をしていた。 
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2) 意思決定支援を必要としている高齢が

ん患者のうち、必要な支援が提供されて

いる割合 

相談員の 84%、緩和ケアチーム専従看護

師の 91%が自施設において提供されてい

るのは半数以下と評価をしていた。 

 

3) 意思決定支援について習熟している割

合 

(ア) 認知機能障害をもつ人とのコミュ

ニケーションスキル 

全体で 45%の施設が習熟していない

と評価をしていた。 

(イ) 意思決定能力の評価 

全体で 56%の施設が習熟していない

と評価をしていた。 

(ウ) 意思決定支援の手段 

全体で 56%の施設が習熟していない

と評価をしていた。 

(エ) 意思の推定 

全体で 51%の施設が習熟していない

と評価をしていた。 

 
2. 高齢がん患者における治療に伴う負担

の検討 

 

非小細胞肺がんの胸腔鏡下手術、胸腔切除

ともに年齢が高くなるほど手術後に ADL が低

下した患者の割合は増加する傾向にあった。

しかし、75 歳以上の高齢の患者であっても胸

腔鏡下手術後に ADL が 10 点以上低下した者

は 3.2%（95％信頼区間（CI）2.8～3.8％）、胸

腔切除後 4.5%（95％CI3.2～6.2%）であった。

術後化学療法は年齢が高くなるほど実施割合

は減少した。また乳がんでは乳房部分切除、

乳房全摘術ともに年齢による ADL 低下割合に

大きな差はなくいずれの年代も 2％未満であ

った。術前化学療法を実施した者であっても、

手術前に ADL が自立であった者は術前化学療

法を受けていない患者と手術前後による ADL

低下割合に統計的に有意な差は認めなかった。 

 

3. 看護師、相談員を対象とした意思決定支

援 

 

昨年度の試行を踏まえ、プログラムの修正を

加えた。高齢がん患者の意思決定支援に関す

るトリガービデオ教材を用いた軽度認知症が

ん患者の意思決定支援、及び中等度から高度

認知症がん患者の意思の推定が必要な患者の

意思決定支援について実施した。意思の推定

事例の検討は今回が初めてであった。 

本研修会の成果について、『修得できた』『あ

る程度修得できた』を合わせて、多い順に『意

思決定支援の手順について』『認知機能障害を

持つ人とのコミュニケーションスキルについ

て』『高齢がん患者の意思決定をチームで支援

することについて』『意思決定能力の評価につ

いて』『本人が決められない場面の意思の推定

について』の順で『修得できた』と回答してい

たが、最も％が低かった『本人が決められな

い場面の意思の推定について』は、83.7％で

はあったものの臨床現場での困難性や、限ら

れた時間内での研修会の課題も示唆された。 

中でも事例 B（意思の推定事例）についての感

想や意見では良かった点も多く記載されてい

たものの、改善点として、『ワークシートが活

用しにくかった』『グループワークの進行に難

しさがあった』『ファシリテーターにもっと進

行をサポートして欲しかった』『検討する時間

がもっと欲しい』等の意見の記述があった。

事例 B は臨床現場で多く直面する場面であり、

答えがない課題でもある。 

 
4. オンラインによる多職種向けの研修の

試行 

 

対象者 94 名の事前事後アンケートのデー

タを分析し、研修による効果を検証した。 

(1) 意思決定支援の知識 8 項目について、対

応のある t 検定を実施したところ、知識

の変容が見られた。いずれも、医療現場に

おいて間違われやすい情報であり、研修

を受けることにより、情報更新が行われ

ることが確認できた。 

(2) 意思決定支援に対する効力感 効力感の

向上が確認できた。変化が見られなかっ

た項目は、「私が一生懸命努力しても、「決

められない患者」を減らすことはできな

い（逆転項目）」（事前 M2.76、事後 M2.69、
t(93)=0.86, p=.59，Cohenの d=0.06）で

あった。反対に、有意な差がみられ、もっ

とも効果量が大きかった項目は、「チーム

医療を念頭におき、協働する集団への配

慮も十分できる」（事前 M3.56、事後 M3.93、
t(93)=-4.05, p<.001，Cohen の d=-0.41）

であった。 

 

5. 多職種検討会の開催 

2022 年 8 月 27 日および 2023 年 3 月 25 日
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に多職種を対象とした老年腫瘍学の WEB 勉強

会を開催した。そこでの議論を動画にして公

開した。 

 

D．考察 
1. 高齢がん患者に対する意思決定支援の

現状把握 

 

高齢がん患者の意思決定支援の現状を評価

するために、がん診療連携拠点病院を対象に

現状調査を行った。その結果、 

① 7 割のがん診療連携拠点病院において、自

施設で加療している高齢がん患者の半数

以上に何らかの意思決定支援が必要 

② 一方で、85％の施設では、必要な意思決定

支援のうち、半数以下しか提供されてい

ない 

と評価していた。今回、半数以上のがん診療

連携拠点病院において、臨床上必要である状

況にもかかわらず、提供できていない実態が

把握された。 

 

2. 高齢がん患者における治療に伴う負担

の検討 

 

本研究では、日本の新規のがんの約 50％を

カバーしていると推定される大規模なリアル

ワールドデータを用いて、非小細胞肺がんと

女性乳がんの手術を受けた患者の手術前後の

ADL 低下割合を年齢階級別に明らかにした。

非小細胞肺がんの 75 歳以上では若い世代と

比較して、やや ADL 低下割合が高くなる傾向

があったが、ADL が 10 点以上低下した患者の

割合は胸腔切除を受けた患者であっても 5％

未満であった。但し、年齢が高くなるほど手

術を受けていない患者の割合が多く、手術に

耐えられると判断された患者が手術を受けた

結果であることには留意が必要である。 

 

3. 看護師、相談員を対象とした意思決定支

援 

 

中等度から高度認知症がん患者の意思の推

定が必要な教育プログラムの充実、具体的に

はワークシート及びファシリテーターマニュ

アルの改善が示唆された。 

 

4. オンラインによる多職種向けの研修の

試行 

 

意思決定支援に関する知識の変容が一部見

られ、効力感については多くの側面で向上す

ることが確認できた。つまり、これらの研修

は、参加者の効力感向上に寄与するという点

で効果があると言える。 

 意思決定に関する知識は、すぐの変容は難

しいものの、臨床での経験や知識を応用した

支援を行う場面で繰り返し再生され、定着す

ることが求められることから、２時間半の研

修１回での変容を求めず、繰り返しリマイン

ドできる教材や研修機会の提供が必要である

と考えられる。 

 一方、行動科学の知見を活かした支援のあ

り方や具体的な方法を提示したことにより、

支援への効力感が複数項目で向上したことも

意義深い。これまで「現場知」や経験則に頼る

ことが多かった意思決定支援について、行動

科学的な視点を導入し、応用することができ

るといった視座を提供できたことにより、効

力感が向上したと考えられる。 

 

5. 多職種検討会の開催 

 

WEB勉強会を開催し、学際的な情報発信がで

きた。勉強会では多職種から積極的な意見が

あり、教育的な実績だけでなく、老年腫瘍学

に興味をもつ医療者を掘り起こすことにも成

功した。 

 

 

E．結論 
高齢がん患者を中心に、がん医療における

意思決定支援の現状を質的量的に検討し、そ

の結果に基づく、わが国の意思決定支援の質

の向上を目指して教育プログラム、支援プロ

グラムの開発を進めた。教育プログラムの実

施可能性を確認した。今後複合プログラムを

用いた介入につなげる予定である。 

  

 

F．健康危険情報 
 特記すべきことなし。 

 

 

G．研究発表 
論文発表（英語論文） 

1. Yokomichi N, Maeda I, Morita T, 

Yoshiuchi K, Ogawa A, Hisanaga T, et 

al. Association of Antipsychotic Dose 

With Survival of Advanced Cancer 
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Patients With Delirium. Journal of 

pain and symptom management. 

2022;64(1):28-36. 

2. Ueda N IM, Okuyama K, Ogawa A, et al.   

Demographic and clinical 

characteristics of patients with 

delirium: analysis of a nationwide 

Japanese medical database. BMJ Open. 

2022;12(9):e060630. 

3. N Sakata YO, A Ogawa. Postoperative 

Pain Treatment in Patients with 

Dementia:A Retrospective 

Observational Study. Drugs & Aging. 

2022;publishied Online 01 April 2022. 

4. Matsumoto Y US, Okizaki A, Fujisawa 

D, Kobayashi N, Tanaka Y, Sasaki C, 

Shimizu K, Ogawa A, Kinoshita H, 

Uchitomi Y, Yoshiuchi K, Matuyama Y, 

Morita T, Goto K, Ohe Y. .Early 

specialized palliative care for 

patients with metastatic lung cancer 

receiving chemotherapy: a 

feasibility study of a nurse-led 

screening-triggered programme. 

Japanese journal of clinical oncology. 

2022;52(4):375-82. 

5. Kurisu K, Inada S, Maeda I, Ogawa A, 

Iwase S, Akechi T, et al. A decision 

tree prediction model for a short-

term outcome of delirium in patients 

with advanced cancer receiving 

pharmacological interventions: A 

secondary analysis of a multicenter 

and prospective observational study 

(Phase-R). Palliative & Supportive 

Care. 2022;20(2):153-8. 

6. K Hirooka YO, S Matsumoto, H Fukahori, 

A Ogawa. Quality of end-of-life in 

cancer patients with dementia: using 

a nationwide inpatient database. 

Journal of Pain and Symptom 

Management. 2022;64(1):1-7. 

7. Inoue S, Maeda I, Ogawa A, Yoshiuchi 

K, Terada S, Yamada N. Safety and 

Effectiveness of Perospirone in 

Comparison to Risperidone for 

Treatment of Delirium in Patients 

with Advanced Cancer: A Multicenter 

Prospective Observational Study in 

Real-World Psycho-Oncology Settings. 

Acta medica Okayama. 2022;76(2):195-

202. 

8. Hiroaki Abe RI, Rikuhei Tsuchida, 

Masae Ando, Kosuke Saita, Mitsuru 

Konishi, Tatsuma Edamura, Asao Ogawa, 

Yutaka Matsuoka, Masahiko Sumitani. 

Efficacy of treatments for pain and 

numbness in cancer survivors: a 

systematic review and meta-analysis. 

Ann Palliat Med. 2022. 

9. Asai M, Matsumoto Y, Miura T, Hasuo 

H, Maeda I, Ogawa A, et al. 

Psychological Distress among 

Caregivers for Patients Who Die of 

Cancer: A Preliminary Study in Japan. 

Journal of Nippon Medical School. 

2022;89(4):428-35. 

10. The prognosis of elderly patients 

with hepatocellular carcinoma: A 

multi-center 19-year experience in 

Japan. Hatanaka T, Kaibori M、et al. 

Real-life Practice Experts for HCC 

(RELPEC) Study Group.Cancer Med. 2023 

Jan;12(1):345-357. 

11. Shimizu. Y., Hirai. K.et al. (2022). 
Impact of the Threat of COVID-19 

Infections on the Perceived Risk to 

HPV Vaccination. Vaccines, 10(5), 

829. 

 

論文発表（日本語論文） 

1. 小川朝生. 人工知能を活用した行動・心

理症状の予防と早期発見、適切な対応方

法を提案する認知症対応支援システムの

開発と導入プログラムに関する研究. 医

療情報学 JJMI. 2023;42(4):150-1. 

2. 小川朝生. 各併存疾患の対策と管理 が

ん. 内科. 2022;129(6):1307-10. 

3. 小川朝生. 〈高齢者診療〉認知症診療の

診 療 評 価 指 標 . medicina. 

2022;59(11):1962-5. 

4. 小川朝生. 高齢がん患者の意思決定を取

り巻く環境. 看護技術. 2022;68(10):4-

10. 

5. 長島文夫.今こそ考えたい！高齢のがん

患者を取り巻く課題・解決策. CNJ News 
／ CNJ Report.2023;27:2-5. 

6. 平井啓（2022）．損失回避と精神科領域

における受診・受療行動．精神科治療学 

37(4), 375-380. 



- 8 - 
 

7. 平井啓(2022). 行動経済学の観点からみ

た精神科診療における意思決定. 精神

科, 41(4), 467-472. 

8. 金子茉央・平井啓他 (2022). 治療と職

業生活の両立のためのストレスマネジメ

ントに関する産業医対象の教育プログラ

ムの有用性検証, 産業精神保健, 30, 

147. 

9. 平井啓他 (2023). 新型コロナウイルス

感染症予防行動の生起メカニズム検討, 

大阪大学大学院人間科学研究科紀要, 

49, 139-156. 

10. 市倉加奈子・…・平井啓他 (2023). コ

ロナ禍の職務ストレッサーおよびコーピ

ング方略──全国インターネット調査の

第 2 報──, 心理学研究, 印刷中. 

 

学会発表 

1. 小川朝生, COVID-19に関連した認知機能

障害. 第 41 回日本認知症学会学術集会 

第 37 回日本老年精神医学会合同開催; 

2022 11 月 25 日. 

2. 小川朝生,苦痛としてとらえる BPSD. 日

本エンドオブライフケア学会第 5 回学術

集会; 2022. 9 月 28 日～11 月 11 日（オ

ンデマンド配信）; TFT ビル（WEB）. 

3. 小川朝生, editor せん妄の非薬物療法. 

第 27 回日本緩和医療学会学術集会; 

2022.７月２日; 神戸ポートピアホテル. 

4. 小川朝生,認知症のエンドオブライフケ

ア. 第 27 回日本緩和医療学会学術集会; 

2022.７月２日; 神戸国際展示場. 

5. 小川朝生, 入門編 サイコオンコロジ

ー・ACP（Advanced Care Planning). 第

19 回日本臨床腫瘍学会学術集会（教育講

演）; 2022.2 月 17 日; 国立京都国際会

館. 

6. Kosaka, Masaki Kaibori, et al. 

Perioperative geriatric assessment 

by using geriatric 8 score could 

contribute the prediction of long-

term outcomes in eldery patients who 

underwent hepatectomy. Hisashi 第 34

回 日 本 肝 胆 膵 外 科 学 会 学 術 集 会

/2022.6.10(愛媛) 

7. 田中肖吾、海堀昌樹, 他/80 歳以上の高

齢者に対する肝切除後治療成績-術後 1

年後に自立生活を困難にする要因の解析

-/第 84 回日本臨 床外 科学会 総会

/2022.11/24-26（福岡） 

8. 田中肖吾、海堀昌樹、他/高齢者肝切除後

の末永い自立生活を目指した取り組み―

フレイルの観点から―/第 77 回日本消化

器外科学会総会/2022.7.20（横浜） 

9. 7 小坂久、海堀昌樹、他/5 歳以上高齢者

と高齢者以外の肝内胆管癌患者における

術後合併症発症状況と予後の比較/第 17

回日本消化器病学会近畿支部例会

/2022.10.8（大阪） 

10. 小坂久、海堀昌樹、他/高齢者管内胆管癌

患者における肝切除後の周術期感染症発

症状況と対策/第 35 回日本外科感染症学

会総会学術集会/2022.11.9（岡山） 

11. 平井啓：医療現場の行動経済学. 第 66 回

日本リウマチ学会総会・学術集会 , 

2022.4.26 横浜 

12. 山村麻予・…・平井啓：自記式認知行動

特性尺度の短縮版開発：WAIS-Ⅳとの関連

から . 日本カウン セ リング学 会 , 

2022.8.5〜7 オンライン 

13. 山村麻予・…・平井啓：若者は受診推奨

メッセージをどのように認知するのか？. 

日本教育心理学会, 2022.8.10〜9.10 

オンライン 

14. 藤野遼平・…・平井啓：メンタル不調を

表す語に対する印象評価. 日本心理学会, 

2022.9.8〜9.11 オンライン・ポスター 

15. 平井啓他：放射線についての知識・信念

の違いによる対象者分類. 日本社会心理

学会, 2022.9.14〜9.15 京都 

16. 平井 啓他：高ストレス者に対するテーラ

ード・ストレスマネジメント教育介入の

効果検証～在宅やリモートワーク勤務者

を対象に～ 日本行動医学会学術総会 

2022.12.10〜11 大阪 

17. 平井啓他：健康行動変容のための情報伝

達と仕掛けによるヘルスプロモーション

介 入 の 効 果 検 証  健 康 心 理 学 会 

2022.11.19〜20 仙台 

18. 平井啓他：新型コロナウイルス感染症の

ヘルスリテラシーとワクチン接種意向と

の関連  日本心理学会第 86 回大会 

2022/9/8〜9/11 ポスター発表 

19. 平井啓：医療用麻薬の変遷と適正な使用. 

第 27 回日本緩和医療学会学術大会 

2022.7.2 神戸 

20. 稲葉一人、日本臨床倫理学会１０周年記

念シンポ 臨床倫理はこの１０年どう変

わり、今後１０年どこに行くか、日本臨

床倫理学会シンポジウム１．2023 年 3 月



- 9 - 
 

18 日．（文京区）． 

 

 

H．知的財産権の出願・登録状況 
1．特許取得 

なし。 

 

2．実用新案登録 

 なし。 

 

3．その他 

 特記すべきことなし。 
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Ⅱ. 分担研究報告書 
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厚生労働科学研究費補助金 (がん対策推進総合研究事業) 

分担研究報告書 

 

支援プログラムの開発 

  

 研究分担者 小川 朝生   国立研究開発法人国立がんセンター 先端医療開発センター 

 精神腫瘍学開発分野 分野長 

       長島 文夫   杏林大学医学部 腫瘍内科学 教授  

松井 礼子    国立研究開発法人国立がん研究センター東病院 薬剤部  

副薬剤部長 

五十嵐 隆志  国立研究開発法人国立がん研究センター東病院 薬剤部  

薬剤師 

      

 

研究要旨 重要な意思決定支援場面において、意思決定能力に基づく適切な

支援の提供がどの程度実施されているかを把握することを目的に、実現する

ことを目指し、がん診療連携拠点病院を対象に現状把握を行った。介入プロ

グラムの開発を進めた。ガイドラインに沿った実践を行う教育プログラムと

関連資材を開発し、実施可能性を検証した。 

 

 

A．研究目的 
 超高齢社会を迎えたわが国では、65 歳以上

人口が 3617 万人（総人口比 28.7%）、75 歳以

上人口も 1871 万人(総人口比 14.9%)(2020 年

9 月 15 日現在推計)となった。今後団塊の世

代が後期高齢者に入る 2025 年までには、都市

部を中心に高齢者の人口が 1.5-2 倍程度に急

増することが推測されている。特に、後期高

齢者は、何らかの医療を受けつつも、比較的

自 立 し た 社 会 生 活 を 営 む (Vunlerable 

Elders)場合が多く、どのような支援方法望ま

れるのか、治療が必要となった場合には治療

の適応はどのようにすればよいのか、等議論

の焦点となっている。 

 高齢者の増加を背景に、意思決定に関して

の知識の普及や実践の必要性が指摘されてい

る。意思決定は、医療においては適切なイン

フォームド・コンセントを実現する上で最重

要な課題であるとともに、療養生活の質を向

上させるためには、アドバンス・ケア・プラン

ニングでも中心的なテーマである。近年では、

がん以外の疾病への緩和ケアを適応する動き

が求められる中で、がん医療のみならず、循

環器や老年医療においても検討されつつある。

緩和ケアにおける経験と実践が、より広く社

会に貢献することも強く期待される領域であ

る。 

 第 3 期がん対策推進基本計画において、コ

ミュニケーションの充実や意思決定支援ガイ

ドラインの作成など意思決定支援を進めるた

めの取組みが行われてきた。しかし、体験調

査等では十分に行われていない課題がある。

加えて、障害者権利条約を受け、医療の領域

でも合理的配慮のもとに、本人自身による意

思決定を実現する体制の整備が求められてい

る。がん診療連携拠点病院において実施可能

な汎用性の高い簡便な介入方法を整備するこ

とが急務である。 

 そこで、本研究においては、高齢者等にお

ける意思決定支援の現状調査に基づき、意思

決定支援に関する手引きならびに教育プログ

ラムの開発を進めてきた。本年度は、今後の

介入に向けて、がん診療連携拠点病院の実態

調査を行った。 

 

 

B．研究方法 
1. 研究対象者の選定方針  

（1）選択基準 

がん診療連携拠点病院の相談支援センターの

相談員を対象とし、各施設 2 名に回答を依頼

した。 

がん診療連携拠点病院とは、厚生労働省の HP

の「がん診療連携拠点病院等の一覧表（令和 4

年４月１日現在）」に掲載された 408 箇所とし

た。以下内訳をあげる。 

都道府県がん診療連携拠点病院 51 箇所 

地域がん診療連携拠点病院（高度型）55 箇所 
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地域がん診療連携拠点病院 293 箇所 

地域がん診療連携拠点病院（特例型）6 箇所 

特定領域がん診療連携拠点病院１箇所 

国立がん研究センター２箇所 

 

 

2. 研究の期間及び方法  

（1）研究の期間 

研究許可日から 2023 年 3月 31 日まで 

 

（2）研究のデザイン 

質問紙を用いた横断観察研究 

 

（3）研究のアウトライン 

 
 

（4）研究対象者数 

9816 名（がん診療連携拠点病院の相談支援セ

ンターより各施設 2 名ずつ） 

 

（5）研究の対象とする医薬品・医療機器、治

療法等の情報や使用方法など 

該当しない 

 

（6）観察及び検査項目 

自施設の高齢者のがん診療における意思決定

支援に関するアンケート調査：自記式質問紙

を用いた。 

質問内容は、本研究班の研究者・研究協力者

で、相談支援センターの実務担当者、相談支

援センター管理者、がん看護、認知症の専門

医等で検討し、作成した。 

無記名ではあるが、調査票に登録番号を記載

するため施設名との連結は可能な状態である。

アンケート調査の記入に要する時間は 15 分

程度を見込んだ。 

 

（7）評価項目及び評価方法 

Primary endpoint: アンケートの質問項目に

関する単純記述統計 

 

（倫理面への配慮） 

 本研究は医療従事者を対象としたものであ

り、国立がん研究センターの研究倫理審査の

対象外ではあるが、疫学研究に関する倫理指

針に従い調査を実施した。 

 

 

C．研究結果 
調査は 2022 年 7 月 1 日～同年 8 月 31 日に

実施し、回答は相談支援センター相談員より

305/408 (74.8%)、緩和ケアチーム専従看護

師 327/408 (80.1%)であった。（図参照） 

 
1) 高齢がん患者において意思決定支援を必

要とする割合 

相談員の 66%、緩和ケアチーム専従看護師

の 74%が自施設の高齢がん患者の半数以

上において意思決定支援が必要と評価を

していた。 

 

2) 意思決定支援を必要としている高齢がん

患者のうち、必要な支援が提供されてい

る割合 

相談員の 84%、緩和ケアチーム専従看護師

の 91%が自施設において提供されている

のは半数以下と評価をしていた。 

 

3) 意思決定支援について習熟している割合 

(ア) 認知機能障害をもつ人とのコミュ

ニケーションスキル 

全体で 45%の施設が習熟していない

と評価をしていた。 

(イ) 意思決定能力の評価 

全体で 56%の施設が習熟していない

と評価をしていた。 

(ウ) 意思決定支援の手段 

全体で 56%の施設が習熟していない

と評価をしていた。 

(エ) 意思の推定 

全体で 51%の施設が習熟していない

と評価をしていた。 

4) ガイドラインの認知 

(ア) 人生の最終段階における医療・ケア

の決定プロセスに関するガイドラ

イン 

全体で 45%の施設が施設内で知られ

ていないと評価していた。 

(イ) 認知症の人の日常生活・社会生活に

おける意思決定支援ガイドライン 

全体で 74%の施設が施設内で知られ

ていないと評価していた。 

研究事務局
•がん診療連携拠点病院408施設に調査票送付

拠点病院

•各施設、相談支援センターの相談員2名が回答
•回答後、返信用封筒にて返送

研究事務局
•回収した調査票を集計・解析



- 15 - 
 

(ウ) 障害福祉サービスの提供にかかる

意思決定支援ガイドライン 

全体で 85%の施設が施設内で知られ

ていないと評価していた。 

(エ) 身寄りがない人の入院及び医療に

係る意思決定が困難な人への支援

に関するガイドライン 

(オ) 全体で 79%の施設が施設内で知られ

ていないと評価していた。 

5) 意思決定支援の提供状況 

高齢のがん患者が意思決定できないと判

断された場合、どのような対応・支援が提

供されるのかを確認した。 

(ア) その時点でがん治療の適応はない

と判断される 

全体で 26%の施設が半数以上でその

ような判断となると評価した。 

(イ) 医師以外の職種の同席 

全体で 48%の施設が半数以上で提供

されると評価した。 

(ウ) 相談支援センターへの相談 

全体で 21%の施設が半数以上で提供

されると評価した。 

(エ) 認定看護師や専門看護師による支

援 

全体で 26%の施設が半数以上で提供

されると評価した。 

(オ) 認知機能検査 

全体で 11%の施設が半数以上で提供

されると評価した。 

(カ) 精神科医・緩和ケアチーム・認知症

ケアチームへの紹介 

全体で 23%の施設が半数以上で提供

されると評価した。 

(キ) かかりつけ医への相談・紹介 

全体で 13%の施設は半数以上で提供

されると評価した。 

(ク) 意思決定能力の評価 

全体で 13%の施設が半数以上で提供

されると評価した。 

(ケ) 在宅医や訪問看護、ケアマネジャー

などの在宅支援者とのカンファレ

ンス 

全体で 23%の施設が半数以上で提供

されると評価した。 

(コ) 担当医・外来・病棟との情報共有 

全体で 24%の施設が半数以上で提供

されると評価した。 

6) 系統的な支援の提供 

(ア) 認知機能評価 

全体で 87%が自施設で提供できると

評価した。 

(イ) 意思決定能力の評価 

全体で 87%が自施設で提供できると

評価した。 

(ウ) 倫理的な問題の評価 

全体で 91%が自施設で提供できると

評価した。 

7) 普及のための手段 

(ア) 意思決定支援用のツール 

92%の施設が役立つと評価した。 

(イ) ウェブページ 

87%の施設が役立つと評価した。 

(ウ) 講義（e-learning） 

95％の施設が役立つと評価した。 

(エ) 事例検討 

97%の施設が役立つと評価した。 

(オ) 精神科・緩和ケアチーム・認知症ケ

アチームへのコンサルテーション 

96%の施設が役立つと評価した。 

(カ) 臨床倫理コンサルテーション 

87%の施設が役立つと評価した。 

(キ) オンラインコンサルテーション 

67%の施設が役立つと評価した。 

(ク) 法律家へのコンサルテーション 

59%の施設が役立つと評価した。 

(ケ) 認知症に関する講義 

94%の施設が役立つと評価した。 

 

 

D．考察 
高齢がん患者の意思決定支援の現状を評価

するために、がん診療連携拠点病院を対象に

現状調査を行った。その結果、 

① 7 割のがん診療連携拠点病院において、自

施設で加療している高齢がん患者の半数

以上に何らかの意思決定支援が必要 

② 一方で、85％の施設では、必要な意思決定

支援のうち、半数以下しか提供されてい

ない 

と評価していた。加えて自施設の医療従事者

において、意思決定能力の評価、意思決定支

援の手段、意思の推定に関しては、半数以上

の施設が習熟していないと評価していた。 

ガイドラインに関しては、「認知症の人の日

常生活・社会生活における意思決定支援ガイ

ドライン」「障害福祉サービスの提供にかかる

意思決定支援ガイドライン」「身寄りがない人

の入院及び医療に係る意思決定が困難な人へ

の支援に関するガイドライン」は、自施設の
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医療従事者に認知されていないと評価してい

た。 

従来、高齢がん患者の意思決定支援の困難

さは指摘されていたが、実際にがん診療連携

拠点病院において、その必要性や提供状況、

その課題を網羅的に把握することはなされて

いなかった。今回、半数以上のがん診療連携

拠点病院において、臨床上必要である状況に

もかかわらず、提供できていない実態が把握

されたことは、本課題の緊急性を示すもので

ある。 

加えて、その困難の構成要素、意思決定支

援に関する知識ともに十分に行き届いていな

いことも明らかになった。今後、教育プログ

ラムを用いた介入を実施する際に、特に重点

を置くべき点が明確になったことで、介入ポ

イントが明確になったと言える。 

 

 

E．結論 
高齢がん患者の意思決定支援の現状を踏まえ、

わが国の意思決定支援の質の向上を目的に、

教育プログラムの開発を行った。今後実施可

能性を確認し、効果検証を進める予定である。 

 

 

F．健康危険情報  

特記すべきことなし。 

 

 

G．研究発表 
論文発表（英語論文） 

1. Yokomichi N, Maeda I, Morita T, 

Yoshiuchi K, Ogawa A, Hisanaga T, et 

al. Association of Antipsychotic Dose 

With Survival of Advanced Cancer 

Patients With Delirium. Journal of 

pain and symptom management. 

2022;64(1):28-36. 

2. Ueda N IM, Okuyama K, Ogawa A, et al.   

Demographic and clinical 

characteristics of patients with 

delirium: analysis of a nationwide 

Japanese medical database. BMJ Open. 

2022;12(9):e060630. 

3. N Sakata YO, A Ogawa. Postoperative 

Pain Treatment in Patients with 

Dementia:A Retrospective 

Observational Study. Drugs & Aging. 

2022;publishied Online 01 April 2022. 

4. Matsumoto Y US, Okizaki A, Fujisawa 

D, Kobayashi N, Tanaka Y, Sasaki C, 

Shimizu K, Ogawa A, Kinoshita H, 

Uchitomi Y, Yoshiuchi K, Matuyama Y, 

Morita T, Goto K, Ohe Y. .Early 

specialized palliative care for 

patients with metastatic lung cancer 

receiving chemotherapy: a 

feasibility study of a nurse-led 

screening-triggered programme. 

Japanese journal of clinical oncology. 

2022;52(4):375-82. 

5. Kurisu K, Inada S, Maeda I, Ogawa A, 

Iwase S, Akechi T, et al. A decision 

tree prediction model for a short-

term outcome of delirium in patients 

with advanced cancer receiving 

pharmacological interventions: A 

secondary analysis of a multicenter 

and prospective observational study 

(Phase-R). Palliative & Supportive 

Care. 2022;20(2):153-8. 

6. K Hirooka YO, S Matsumoto, H Fukahori, 

A Ogawa. Quality of end-of-life in 

cancer patients with dementia: using 

a nationwide inpatient database. 

Journal of Pain and Symptom 

Management. 2022;64(1):1-7. 

7. Inoue S, Maeda I, Ogawa A, Yoshiuchi 

K, Terada S, Yamada N. Safety and 

Effectiveness of Perospirone in 

Comparison to Risperidone for 

Treatment of Delirium in Patients 

with Advanced Cancer: A Multicenter 

Prospective Observational Study in 

Real-World Psycho-Oncology Settings. 

Acta medica Okayama. 2022;76(2):195-

202. 

8. Hiroaki Abe RI, Rikuhei Tsuchida, 

Masae Ando, Kosuke Saita, Mitsuru 

Konishi, Tatsuma Edamura, Asao Ogawa, 

Yutaka Matsuoka, Masahiko Sumitani. 

Efficacy of treatments for pain and 

numbness in cancer survivors: a 

systematic review and meta-analysis. 

Ann Palliat Med. 2022. 

9. Asai M, Matsumoto Y, Miura T, Hasuo 

H, Maeda I, Ogawa A, et al. 

Psychological Distress among 

Caregivers for Patients Who Die of 
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Cancer: A Preliminary Study in Japan. 

Journal of Nippon Medical School. 

2022;89(4):428-35. 

 

論文発表（日本語論文） 

1. 小川朝生. 人工知能を活用した行動・心

理症状の予防と早期発見、適切な対応方

法を提案する認知症対応支援システムの

開発と導入プログラムに関する研究. 医

療情報学 JJMI. 2023;42(4):150-1. 

2. 小川朝生. 各併存疾患の対策と管理 が

ん. 内科. 2022;129(6):1307-10. 

3. 小川朝生. 〈高齢者診療〉認知症診療の

診 療 評 価 指 標 . medicina. 

2022;59(11):1962-5. 

4. 小川朝生. 高齢がん患者の意思決定を取

り巻く環境. 看護技術. 2022;68(10):4-

10. 

5. 長島文夫.今こそ考えたい！高齢のがん

患者を取り巻く課題・解決策. CNJ News 
／ CNJ Report.2023;27:2-5. 

 

学会発表 

1. 小川朝生, COVID-19に関連した認知機能

障害. 第 41 回日本認知症学会学術集会 

第 37 回日本老年精神医学会合同開催; 

2022 11 月 25 日. 

2. 小川朝生,苦痛としてとらえる BPSD. 日

本エンドオブライフケア学会第 5 回学術

集会; 2022. 9 月 28 日～11 月 11 日（オ

ンデマンド配信）; TFT ビル（WEB）. 

3. 小川朝生, editor せん妄の非薬物療法. 

第 27 回日本緩和医療学会学術集会; 

2022.７月２日; 神戸ポートピアホテル. 

4. 小川朝生,認知症のエンドオブライフケ

ア. 第 27 回日本緩和医療学会学術集会; 

2022.７月２日; 神戸国際展示場. 

5. 小川朝生, 入門編 サイコオンコロジ

ー・ACP（Advanced Care Planning). 第

19 回日本臨床腫瘍学会学術集会（教育講

演）; 2022.2 月 17 日; 国立京都国際会

館. 

 

 

H．知的財産権の出願・登録状況（予定を

含む。） 

1．特許取得 

 なし。 

2．実用新案登録 

 なし。 

3．その他 

特記すべきことなし。 
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厚生労働科学研究費補助金 (がん対策推進総合研究事業) 

分担研究報告書 

 

高齢がん患者に対する簡便で効果的な意思決定支援プログラムの開発 
  

研究分担者 濱口 哲弥 埼玉医科大学国際医療センター 

 腫瘍内科 教授・診療部長 

     

研究要旨 高齢がん患者者を対象とした臨床研究が必要になるが症例集積

に難渋することが多い。実際、高齢者を対象としたランダム化第 III 相比較

試験において症例登録の実態を調査したところ、説明した患者のうち同意が

得られた患者は 40％程度であった。しかしながら研究者への高齢者試験に対

する患者・家族への説明未割合が 50％弱と非高齢者を対象にした試験に比べ

て際立って低かった。高齢がん患者に対する臨床研究の必要性を患者・家族

に理解していただく際に非高齢者と比べておおきな障壁があり、本研究グル

ープで検討されている高齢がん患者に対する簡便で効果的な支援プログラム

の臨床研究への応用が望まれる 

A．研究目的 
 高齢者を対象にしたランダム化第 III 相比

較試験における登録における問題点を把握す

ることで、高齢がん患者の臨床研究の推進に

つながるような意思決定支援プログラムの開

発に繋げたい。 

 

 

B．研究方法 
 現在進行中の高齢がん患者を対象としたが

ん薬物療法のランダム化第 III 相比較試験の

症例登録の実態を調査した。 

（倫理面への配慮） 

臨床研究は臨床研究に関する倫理指針に則

って行われた。 

 

 

C．研究結果 
 2017年 11月から 2018年 4月までの 6 ヶ月

における登録状況を施設にアンケート調査し

た。回答割合は 80％であった。適格条件に合

致した症例数は 81 例、うち担当医による説明

が成されたのは 43 例(53%)であった。このう

ち 17 名（40％）が研究参加に同意した。研究

者の説明割合は 53％と低迷しており、高齢者

やその家族への臨床研究の説明に障壁がある

ことが示唆される。一方、同時期に登録され

た患者における QOL 調査票の提出率はほぼ

100％と非高齢者を対象とした試験と同等で

あった。 

 

 

D．考察 
 高齢がん患者に対する臨床研究の必要性を

患者・家族に理解していく際に非高齢者と比

べておおきな障壁があることは、実臨床でも

同様の問題があることを示唆している。一方

臨床試験参加者の協力は非高齢者同様に得ら

れている。よって本研究グループで模索して

いる高齢がん患者に対する簡便で効果的な支

援プログラムの開発が高齢者研究において大

変重要となる。 

 

 

E．結論 
 高齢者を対象としたランダム化第 III 相比

較試験での研究者の対象者への説明率が低く、

医師・患者間でのコミュニケーションに困難

さを感じていることが主因であると考えられ

た。高齢者に対する治療法のエビデンスの確

立と同様にコミュニケーションに関する技術

的な支援ができるような体制整備が重要であ

る。 

 

 

F．健康危険情報 
 特記事項なし 

 

 

G．研究発表 
論文発表 

1. なし 

学会発表 

1. なし 
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H．知的財産権の出願・登録状況（予定を

含む。） 

1．特許取得 

 なし。 

2．実用新案登録 

なし 

3．その他 

 なし 
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厚生労働科学研究費補助金 (がん対策推進総合研究事業) 

分担研究報告書 

 

高齢肝内胆管癌患者における術後合併症発症状況と予後改善についての検討 

  
研究分担者 関西医科大学 外科学講座 

 教授 海堀 昌樹  

 

     

研究要旨 わが国は高齢者人口の急激な増加による超高齢化社会を迎えて

おり、高齢者に対する治療機会が急増している。高齢者は心肺機能の低下例

や併存疾患が存在することが多く、一般的には低侵襲な治療法が選択される

傾向にあったが近年は手術手技、術中全身管理や周術期管理の進歩により高

齢者に対する手術適応は拡大し、多様化している。これまでの研究報告でも

非高齢者と比較して安全性に差がないとする報告が多くみられる。しかし,高

齢になるに従い術後の手術対象臓器固有の合併症よりも他疾患による死亡が

増加するとの報告もあり、手術適応を耐術能や腫瘍因子だけで判断してよい

のか、退院後に栄養障害などをきたし患者の自立性が損なわれていないか、

などの疑問点もあげられる。今回は、高齢のがん患者、とりわけ肝内胆管癌

患者における肝切除後の術後合併症発症状況をサマライズして、高齢患者の

術後合併症の発生状況と予後の関係について報告する。 

 

 

A．研究目的 
 高齢化社会を迎え、手術適応になる高齢が

ん患者が増加する中、長期生存率を高めるた

めには、周術期管理を最適化する必要がある。

適切な周術期リスク評価、身体機能評価、腫

瘍学的な評価を行い、適切に管理することで

高齢がん患者でも日高齢者と同様に術後の死

亡率を下げることが考えられる。 

近年増加傾向にある、高齢肝内胆管癌患者に

おける肝切除後の術後合併症発症状況につい

て報告し、術後合併症の発生状況と予後の関

係について報告したい。 

 

 

B．研究方法 
 2008 年から 2022 年 9 月末までに当科で肝

切除を実施した肝内胆管癌患者 93 名を対象

とし、術後合併症に関するアウトカムを解析

した。 

 75 歳以上を高齢者と定義し、合併症は

Clavien-Dindo（CD）分類で評価した。腹腔内

膿瘍発生要因を解析すべく、周術期因子（年

齢、性別、ALBI、CA19-9、CEA、NAC、胆道ドレ

ナージ、腹腔鏡手術、解剖学的切除、胆道再 

 

建、尾状葉合併切除、手術時間、出血量）を用

いてロジスティック回帰解析を実施した。 

  

 

C．研究結果 
 全期間における高齢者の割合は 35.2%であ

るが 2019 年以降は 50%が高齢者であった

（p=0.013）。高齢者と高齢者以外の 2 群にお

いて、疾患特異的死亡率を比べると、2 群間に

有意差を認めなかった（生存期間中央値：高

齢者 45.4 ヵ月 vs 高齢者以外 37.5 ヵ月、

p=0.911）（Fig.1）。無再発生存期間に関して

も同様に 2 群間で有意差を認めなかった（無

再発生存期間中央値：高齢者 23.2 ヵ月 vs 高

齢者以外 14.1 ヵ月、p=0.487）。 

肝切除後の CD＞IIIa 以上の合併症発生率は

全体で 31.8%であった。腹腔内 SSI 発生率は

高齢者と高齢者以外で有意差を認めなかった

が（41.9 vs 31.6%, p=0.331）、ドレナージを

要する腹腔内 SSI は高齢者で有意に高率であ

った（32.3 vs 10.5%, p=0.012）。（Fig.3） 

ロジスティック回帰解析の結果、腹腔内膿瘍

発生要因と つに同定された。 
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 Fig.1 高齢者および非高齢者における術後生存期間の比較 

 
         
 
  Fig.2 高齢者および非高齢者における無再発期間の比較 

                           
 
 

 

 

 

 

 

Elderly cohort

Non-elderly cohort

Comparisons of survivals between elderly and non -elderly pa�ents

MST

45.4
(11.1 – 79.8)

Elderly

37.5
(10.4 – 64.5)
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  Fig.3 高齢患者と非高齢患者の術後合併症の比較 

D．考察 
 肝内胆管癌患者において、高齢か否かは疾

患特異的生存期間や無再発生存期間に関与し

ない可能性が認められた。高齢者では、肝切

除後の腹腔内 SSI が重症化する傾向が確認さ

れ、その管理に注意を要すると考えられた 。 

 

 

E．結論 
高齢肝内胆管癌患者では肝切除後の腹腔内

SSI が重症化する傾向が確認された一方で適

切な術後管理により高齢者においても安全な

術後経過を実現しえた。 

 

 

F．健康危険情報 
 特記すべきことなし。 

 

 

G．研究発表 
論文発表 

1. The prognosis of elderly patients 

 with hepatocellular carcinoma: A multi-

center 19-year experience in Japan. 

Hatanaka T, Kaibori M、et al. Real-life 

Practice Experts for HCC (RELPEC) Study 

Group.Cancer Med. 2023 Jan;12(1):345-357. 

 

学会発表 

1. Perioperative geriatric assessment by 

using geriatric 8 score could 

contribute the prediction of long-term 

outcomes in eldery patients who 

underwent hepatectomy. Hisashi Kosaka, 

Masaki Kaibori, et al. 第 34 回日本肝胆

膵外科学会学術集会/2022.6.10(愛媛) 

2. 80 歳以上の高齢者に対する肝切除後治療

成績-術後 1 年後に自立生活を困難にする

要因の解析-/田中肖吾、海堀昌樹, 他/第

84 回日本臨床外科学会総会/2022.11/24-

26（福岡） 

3. 高齢者肝切除後の末永い自立生活を目指

した取り組み―フレイルの観点から―/田

中肖吾、海堀昌樹、他/第 77 回日本消化器

外科学会総会/2022.7.20（横浜） 

4. 75 歳以上高齢者と高齢者以外の肝内胆管

癌患者における術後合併症発症状況と予

後の比較/小坂久、海堀昌樹、他/第 17 回日

本消化器病学会近畿支部例会/2022.10.8

（大阪） 

5. 高齢者管内胆管癌患者における肝切除後

の周術期感染症発症状況と対策/小坂久、

海堀昌樹、他/第 35 回日本外科感染症学会

総会学術集会/2022.11.9（岡山） 

 

 

H．知的財産権の出願・登録状況（予定を

含む。） 
1．特許取得 

 なし。 

Comparisons of postopera�ve complica�ons
between elderly and non-elderly pa�ents

p valueNon-elderly
(Age<75)

Elderly
(Age≥75)

Variable

–5934n

0.26633 (55.9)33 (67.6)Clavien-Dindo ≥II

0.02014 (23.7)16 (47.1)Clavien-Dindo ≥IIIa
0.11018 (30.5)16 (47.1)Intra-abdominal infec�on

0.0014 (6.8)11 (32.4)Drainage for SSI (O/S)
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2．実用新案登録 

  なし。 

3．その他 

 特記すべきことなし。 
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厚生労働科学研究費補助金 (がん対策推進総合研究事業) 

分担研究報告書 

 

行動科学に基づく介入方法の開発 
 

  

研究分担者 平井 啓 大阪大学大学院 人間科学研究科 准教授 

研究協力者 山村麻予 大阪大学大学院 人間科学研究科 特任講師 

 

     

研究要旨 本研究では，患者の意思決定を支援するために必要な知識、スキ

ルなどの事項を包括的に学習するための、医療従事者向け研修プログラムを

開発し、その効果検証を行なった。オンライン会議システムを利用した研修

について検討を行ったところ、研修の前後で，受講者の効力感に向上が確認

できた。研修受講前のアンケートで、具体的な診察行動の現状を調査したと

ころ、ナッジやバイアスなど、行動科学に基づく支援スキルや意思決定能力

に関する知識をベースとした対応についての行動を実施している人は少な

く、対象者の実態に合わせたスキル教授やトレーニングの必要性があるとい

える。 

 

 

A．研究目的 
 患者が、自分自身の治療方針や治療方法に

ついての意思決定をすることの重要性と必要

性は広く認識されつつある。また，その意思

決定を支援することについても厚生労働省が

ガイドラインを定めるなど（厚生労働省，

2018），医療現場における実施のための制度や

支援も増えてきた。平井他（2021）は医療現場

における意思決定支援の実態を検討するべく

インタビュー調査を行い，熟達した医師が，

アセスメントと方略を組み合わせながら，個

に合わせた支援を行っていることを指摘した。

多くの場合，医療従事者から患者への支援は，

個々の現場が保有する現場知であった。しか

し，このような意思決定支援の実施が広く求

められる現在，支援の基本となる知識や考え

方、実施のために必要なスキルは医療従事者

のほとんどに必要となるものである。 

このような課題を解決するため、意思決定支

援に関する研修を開発し、数年にわたって実

施と改善を繰り返してきた（山村・平井・鈴

木・小川，2020；山村・平井・小川，2021 な

ど）。会場開催型、オンライン配信型などそれ

ぞれの利点を活かしながら、看護師・医師を

中心とした対象に効果検証を実施したところ、

一定の知識獲得や効力感向上といった効果が

認められた。これらはそれぞれの会場や実施

集団の特色が反映された個別性の高いデータ

であるため、他の集団に対しても同様の効果

が見られるかは検討の余地がある。 

 そこで，本研究ではこれまでのプログラム

実施データを統合し、幅広い医療従事者を対

象とした，意思決定支援に関する研修プログ

ラムの効果を検討することを目的とする。対

面型・オンライン型といった実施形態によっ

て、ワークの種別を変えていることから、本

報告書ではオンライン形式のものに限定し、

分析の上、記述する。 

 

 

B．研究方法 
手続き 2021 年度、2022 年度にオンライン形

式（講師・参加者とも個々のデバイスからオ

ンライン会議システムにアクセスする）の意

思決定支援研修を対象とし、アンケート調査

への協力同意を得られた参加者のデータを抽

出した。研修は両年度とも土日祝日に実施し

ており、参加者は自由意志のもと研修に参加

した。アンケート調査は、研修の前・後にそれ

ぞれ 10 分程度の回答時間を設け、WEB アンケ

ートフォームを介して実施した。なお、事前・

事後の照合を取るために、参加者本人が誕生

日と名前を組み合わせた ID を生成し、それを

記述する方式をとった。 

研修 第一部は意思決定支援に関する法やガ

イドラインなども含めた内容の講義パート

（60 分程度）、第二部は行動科学に基づく支

援方法などの実際の支援に関する講義とワー
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クを実施するパート（90 分程度）とし、オン

ライン会議システムの機能であるチャットを

使用して質問を随時受け付け、双方向のやり

取りが可能となる状態を維持した。 

研究協力者 ２カ年の研修参加者のうち、合

計 137 名からアンケート回答を得た。そのう

ち、2 時点でのアンケートデータがあり、照合

がとれたもので、かつ 5 項目以上連続した欠

損値がないものを分析に使用した。その結果、

分析対象者は 94 名（男性 11 名、女性 82 名、

平均年齢 44.09 歳）であった。従事している

職業は看護師が 74 名で一番多く、ついで医師

（10 名）、MSW（5 名）、その他 5 名であった。 

分析対象項目 アンケートで調べた項目のう

ち、全調査で共通している項目のみを分析対

象とした。フェイス項目以外は 2 種に分類さ

れる。 

(1)意思決定支援の知識 意思決定支援に関

する知識で、研修内で取り扱う内容を 8 項目

に整理し、5 件法で回答を求めた。各項目は誤

りを示す内容を表す表現（e.g., 医療者が正

確な情報を伝えれば、患者は意思決定をする

ことできる、患者が「決められない」のは、そ

の人自身が持っている問題（性格など）の影

響だ等）にし、得点が下がるほど正しい理解

が促進されたことを示す。 

(2)意思決定支援に対する効力感 医療従事

者として患者と関わるときに、自分が「でき

る」と思うかどうかを測定する項目（e.g., 患
者にわかりやすく現状説明をすることができ

る決められないひとに対してもうまく対処で

きる）を 10 項目設定した。これに対して協力

者は 5 件法で回答し、得点が高いほど自己効

力感が高いことを表すよう得点算出をした。 

（倫理面への配慮） 

大阪大学大学院人間科学研究科教育学系研

究倫理審査委員会の承認を受けた（受付番

号：20054、21073）。 

 

 

C．研究結果 
 対象者 94 名の事前事後アンケートのデー

タを分析し、研修による効果を検証した。 

(1) 意思決定支援の知識 8 項目について、対

応のある t 検定を実施したところ、3 項目

で事前事後の有意な差がみられた。具体

的には、「医療者が正確な情報を伝えれば、

患者は意思決定をすることできる」（事前

M3.06、事後 M2.60、t(93)=3.29, p=.001，
Cohen の d=0.12）、「できるだけ、コミュニ

ケーションのスタイル（話し方、説明方法

など）を変えずに、誰に対しても平等に接

することが重要だ」（事前 M1.97、事後

M1.53、t(93)=4.37, p<.001，Cohen の

d=0.45）、「医療者側が「実施した方がいい

治療法」を提示することは誘導になるか

らやめたほうがいい」（事前 M2.21、事後

M1.77、t(93)=3.73, p<.001，Cohen の

d=0.39）で差が見られ、知識の変容が見ら

れた。いずれも、医療現場において間違わ

れやすい情報であり、研修を受けること

により、情報更新が行われることが確認

できた。 

(2) 意思決定支援に対する効力感 用意した

10 項目に対して対応のある t 検定を行っ

たところ、9 項目で、研修前・後に有意な

差がみられ、効力感の向上が確認できた。

変化が見られなかった項目は、「私が一生

懸命努力しても、「決められない患者」を

減らすことはできない（逆転項目）」（事前

M2.76、事後 M2.69、t(93)=0.86, p=.59，
Cohen の d=0.06）であった。反対に、有意

な差がみられ、もっとも効果量が大きか

った項目は、「チーム医療を念頭におき、

協働する集団への配慮も十分できる」（事

前 M3.56、事後 M3.93、 t(93)=-4.05, 
p<.001，Cohen の d=-0.41）であった。 

 

 

D．考察 
 本研究では、複数の研修データを統合する

ことにより、オンライン会議ツールを用いた

意思決定支援に関する研修の効果を検討した。

２カ年の参加者データから、意思決定支援に

関する知識の変容が一部見られ、効力感につ

いては多くの側面で向上することが確認でき

た。つまり、これらの研修は、参加者の効力感

向上に寄与するという点で効果があると言え

る。 

 意思決定に関する知識は、すぐの変容は難

しいものの、臨床での経験や知識を応用した

支援を行う場面で繰り返し再生され、定着す

ることが求められることから、２時間半の研

修１回での変容を求めず、繰り返しリマイン

ドできる教材や研修機会の提供が必要である

と考えられる。 

 一方、行動科学の知見を活かした支援のあ

り方や具体的な方法を提示したことにより、

支援への効力感が複数項目で向上したことも

意義深い。これまで「現場知」や経験則に頼る
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ことが多かった意思決定支援について、行動

科学的な視点を導入し、応用することができ

るといった視座を提供できたことにより、効

力感が向上したと考えられる。 

 

 

E．結論 
 オンライン会議システムを使用し、医療従

事者を対象とした行動科学に関する支援の研

修を開発し、その効果は医療従事者の自己効

力感の向上という形で確認された。今後、知

識の定着や促進を目指し、がん患者の意思決

定支援に関するあり方を検討していく。 

 

 

F．健康危険情報 
 特記すべきことなし。 

 

 

G．研究発表 
論文発表(英語論文) 

1. Shimizu. Y., Hirai. K.et al. (2022). 
Impact of the Threat of COVID-19 

Infections on the Perceived Risk to 

HPV Vaccination. Vaccines, 10(5), 

829. 

 

論文発表（日本語論文） 

1. 平井啓（2022）．損失回避と精神科領域に

おける受診・受療行動．精神科治療学 

37(4), 375-380. 

2. 平井啓(2022). 行動経済学の観点からみ

た精神科診療における意思決定. 精神

科, 41(4), 467-472. 

3. 金子茉央・平井啓他 (2022). 治療と職業

生活の両立のためのストレスマネジメン

トに関する産業医対象の教育プログラム

の有用性検証, 産業精神保健, 30, 147. 

4. 平井啓他 (2023). 新型コロナウイルス感

染症予防行動の生起メカニズム検討, 大

阪大学大学院人間科学研究科紀要, 49, 

139-156. 

5. 市倉加奈子・…・平井啓他 (2023). コロ

ナ禍の職務ストレッサーおよびコーピン

グ方略──全国インターネット調査の第 2

報──, 心理学研究, 印刷中. 

 

学会発表 

1. 平井啓：医療現場の行動経済学. 第 66 回

日本リウマチ学会総会・学術集会 , 

2022.4.26 横浜 

2. 山村麻予・…・平井啓：自記式認知行動特

性尺度の短縮版開発：WAIS-Ⅳとの関連か

ら. 日本カウンセリング学会, 2022.8.5〜

7 オンライン 

3. 山村麻予・…・平井啓：若者は受診推奨メ

ッセージをどのように認知するのか？. 

日本教育心理学会, 2022.8.10〜9.10 オ

ンライン 

4. 藤野遼平・…・平井啓：メンタル不調を表

す語に対する印象評価. 日本心理学会, 

2022.9.8〜9.11 オンライン・ポスター 

5. 平井啓他：放射線についての知識・信念の

違いによる対象者分類. 日本社会心理学

会, 2022.9.14〜9.15 京都 

6. 平井 啓他：高ストレス者に対するテーラ

ード・ストレスマネジメント教育介入の効

果検証～在宅やリモートワーク勤務者を

対象に～  日本行動医学会学術総会 

2022.12.10〜11 大阪 

7. 平井啓他：健康行動変容のための情報伝達

と仕掛けによるヘルスプロモーション介

入 の 効 果 検 証  健 康 心 理 学 会 

2022.11.19〜20 仙台 

8. 平井啓他：新型コロナウイルス感染症のヘ

ルスリテラシーとワクチン接種意向との

関 連  日 本 心 理 学 会 第 86 回 大 会 

2022/9/8〜9/11 ポスター発表 

9. 平井啓：医療用麻薬の変遷と適正な使用. 

第 27 回日本緩和医療学会学術大会 

2022.7.2 神戸 

 

 

H．知的財産権の出願・登録状況（予定を

含む。） 
1．特許取得 

 なし。 

2．実用新案登録 

 なし。 

3．その他 

 特記すべきことなし。 
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厚生労働科学研究費補助金 (がん対策推進総合研究事業) 

分担研究報告書 

 

多職種による高齢がん患者の教育プログラムの評価 

  

研究分担者 渡邉 眞理 湘南医療大学 保健医療学部看護学科 教授 

  

 

     

研究要旨 高齢がん患者の意思決定支援に関するトリガービデオ教材を用い

て、軽度認知症がん患者及び中等度から高度認知症がん患者の意思決定支援につ

いて多職種による研修会を開催した。参加者を対象にアンケート調査を実施し、

教育プログラムを評価した。その結果、研修会参加者 132 名中、アンケート回答

者数 117 名（89％）であった。意思決定支援に関する各種ガイドラインについて

の認知度は「人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに関するガイド

ライン」が最も多かった。本研究班で作成したトリガービデオ教材による事例検

討の満足度は、事例 A（軽度認知症患者の意思決定支援）、事例 B（中等度から高

度認知症患者の意思の推定が必要な事例）共に『非常に良かった』『良かった』を

合わせて約 90％が満足していた。本研修会の成果について『修得できた』『ある

程度修得できた』を合わせて、多い順に『意思決定支援の手順について』、『認知

機能障害を持つ人とのコミュニケーションスキルについて』、『高齢がん患者の意

思決定をチームで支援することについて』、『意思決定能力の評価について』『本

人が決められない場面の意思の推定について』の順であった。事例 A は高齢がん

患者の意思決定支援に関する教育プログラムが効果的であったが、事例 B の意思

の推定事例に関する研修方法については、事例検討の際のワークシートの工夫や

ファシリテーションについて課題が示唆された。 

 

A．研究目的 
高齢者のがん罹患数は今後も増加が予測 

されており、（国立がん研究センターがん情

報サービス「がん登録・統計」）また 65 歳以

上の高齢者のうち、認知症高齢者の割合は

2025 年には 20％になると（厚労省「認知症

の人の将来推計」）になると推計されてい

る。今後も認知症を合併している高齢がん患

者は増加が予測される。 

高齢がん患者の治療の意思決定場面では、

本人の意思決定能力が実際よりも低く評価さ

れたり、家族を中心に病状や治療の選択肢の

説明がされ、家族が中心に意思決定をする等

の場面が散見される。高齢がん患者の意思決

定支援には多くの課題が残されている。 

今回、高齢がん患者の意思決定を支援する

医療職（医師、看護師、ソーシャルワーカー、

臨床心理士等）を対象に、小川班で作成した

軽度認知症がん患者の意思決定場面と中等度

から高度認知症がん患者の意思決定支援場面

のトリガービデオ教材を用いて、高齢がん患

者の意思決定支援プログラムに基づいた研修

会を開催した。本研究の目的は、研究班で作

成したトリガービデオ教材を用いて、患者・

家族の意思決定能力に応じた適切な意思決定

支援の実践に資する簡便で効果的な支援プロ

グラムを評価することである。 

 

 

B．研究方法 
研究期間 2022 年 4 月～2023 年 3 月 

高齢がん患者の意思決定を支援する医療職

（医師、看護師、ソーシャルワーカー、臨床心

理士等）を対象に 2023 年 2 月 23 日に以下の

目的と内容で研修会を WEB で開催し、研修会

終了時に参加者を対象にアンケート調査を実

施した。 

 

1) 高齢がん患者の意思決定を支援する医療

者護の教育プログラムの目的 
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（１） 認知症高齢がん患者の意思決定支援

の基礎知識を理解する 

（２） 高齢がん患者の意思決定支援のプロ 

セスをトリガービデオの模擬患者（軽

度認知症、中等度～高度認知症患者）

の検討を通して理解する 

（３） 実際の認知症高齢がん患者の意思決

定支援に教育プログラム内容が生か

せる 

 

2) 高齢がん患者の意思決定を支援する教

育プログラムの構成(2022年度) 

(1) 教育：講義（小川朝生先生） 

 テーマ「高齢がん患者の意思決定支援に

ついて」 

講義概要 

・どうして意思決定支援が議論されるのか 

・意思決定支援のノーマライゼーション 

・わが国での認知症領域における取組み 

・認知症の人の日常生活・社会生活における

意思決定支援ガイドライン 

・認知症の人の意思決定支援ガイドラインの

その先 

・実際 

(2) 模擬事例の検討 

① トリガービデオによる軽度認知症が

ん患者の模擬事例検討 

② トリガービデオによる中等度から高

度認知症がん患者の意思の推定が必

要な模擬事例検討 

①②共に Web によるグループワーク zoom

のブレークアウトルーム機能を活用した。 

 

事例概要 A 

A さん、70 歳代後半、女性、胃がん、3 年前

に脳梗塞のため 1 ケ月入院している。軽度認

知症の疑いがある。夫と二人暮らし、近隣に

娘家族がいる。胃がんの治療について外科的

治療を勧められ娘を同伴して受診した場面。

医師から治療の意向について問われると、本

人が大事にしていること「リハビリに頑張っ

ている」を、本人のペースで語るが、医療者

が暗黙に期待していることと大きく異なるた

め、医療者がとまどう場面 

 

事例概要 B  
B さん、80 歳代後半、進行胃がん、多発肝転

移、腹膜播種のため入院中。中等度～高度の

認知症、身の回りの世話（ADL）を含めて周囲

の支援が必要。介護認定 要介護１ 

妻（70 歳代後半、脊柱管狭窄症と変形性膝関

節症があり、介護認定 要支援 2、ケアマネー

ジャーが家事ヘルパー導入中）と二人暮らし。

息子は数年前から単身で海外赴任中。 

主治医は、B さんの病状について、積極的治療

は困難と考え、症状緩和を中心とした治療を

提案している。B さんは、入院後 度々「家に

帰る」と言って、帰り支度をすることがあっ

た。在宅療養の希望が強いと考えた病院スタ

ッフは、医師、病棟看護師、訪問看護師、薬剤

師、ソーシャルワーカー、ケアマネージャー

と B さん夫妻と一緒に今後の療養の場を検討

することにした。その場面で、B さんは「帰る

って言ったら帰るんだ」と声を荒げていた。

本人の意向と在宅療養は無理と話す妻の意向

と対立する場面でどのようにすればよいのか

医療者が困惑する場面。 

(3) グループワーク結果の共有 

(4) 講師よりフィードバック 

意思決定支援の枠組みは「認知症の人の日常

生活・社会生活における意思決定支援ガイド

ライン」（以下ガイドラインとする）と、研究

班で作成した「高齢者のがん診療における意

思決定支援の手引き」を参考にした。グルー

プワークでは、下記のプログラムの手順で検

討した。 

 

事例 A については、①人的・物的環境の整備、 

②意思決定支援のプロセス（意思形成支援、 

意思表明支援、意思実現支援）に沿い、意思形 

成支援、意思実現支援を中心に具体的な支援 

内容について研修会独自のフォーマットと

「意思決定支援の準備シート」（小川朝生） 

を用いて多職種によるグループで検討し、全

体で共有した。 

 

事例 B については、①事例 B と同様の場面 

時に「参加者が所属する施設ではどのように

対応しているか」を各グループ内で検討し

た。その後、中等度から高度の認知症高齢が

ん患者の意思をどのように推定して意思決定

支援を行うのかに関して、症例検討シート

（Albert R. Jonsen 他）にて情報を整理し

た後、研修会独自のフォーマットを用いて多

職種によるグループで検討し、全体で共有し

た。 

 

3) 研修会後のアンケート調査項目 

（1）対象者の属性 

 ・性別 ・職種 ・所属の種類 ・資格の有無 
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 ・経験年数   

 ・意思決定支援に関する各種ガイドライン

の理解 

 「人生の最終段階における医療・ケアの決 

定プロセスに関するガイドライン」 

「認知症の人の日常生活・社会生活にける 

意思決定支援ガイドライン」 

「福祉サービスにかかる意思決定支援ガイド 

ライン」 

「身寄りがない人の入院及び医療に係る意思 

決定が困難な人への支援に関するガイド 

ライン」 

・高齢がん患者の意思決定について意識的に 

取り組んでいることの有無 

・研修会全体の満足度と感想 

・講義の満足度 

・事例 A の検討の満足度・意見や感想 

・事例 B の検討の満足度・意見や感想 

・研修の時間についての意見や感想 

・所属施設で高齢がん患者の意思決定支援に

関する研修会の希望の有無 

・研修会の成果（＊修得できた～全く修得で

きなかった の 4 段階尺度） 

・意思決定能力の評価（＊同尺度） 

・意思決定の支援の手段（＊同尺度） 

・本人が決められない場面の推定方法につい

て（＊同尺度） 

・高齢がん患者の意思決定支援をチームで支

援する方法について（＊同尺度） 

・研修会で検討した事柄を臨床でいかす上で

困難に感じたこと 

・研修会で得たことで、今後に生かせること 

・研修会の感想等自由意見 

 

4) 分析方法 

研修会終了後の調査項目毎に記述統計を算出

した。また自由記載に対し、質的に内容を分

析した。質的データは、がん看護専門看護師

の資格を有する研究者 3 名が分析および相互

に内容を確認し、内容の妥当性の確保に努め

た。 

 

（倫理面への配慮） 

 本研究は人を対象とする医学系研究に関す 

る倫理指針に基づき、調査の目的、方法、自由 

意思の尊重、途中辞退の保証、不利益からの 

保護、プライバシーの保護について、研修会 

前に口頭と書面で説明し、同意を得た。 

 

C．研究結果 

1．対象者の背景 

研修会参加者 132 名、内アンケート回答者 

数 117 名（89％）であった。 

                               

                

職種 実数  ％ 

医師 8 7 

看護師 82 70 

社会福祉士 20 17 

その他 7 6 

合計 117 100 

＊その他は公認心理士、介護支援専門員

等。                                   

 
                                

医師
7%

看護師
70%

社会福祉
士

17%

その他
6%

図１．参加者の職種

性別 実数   ％ 
男性 13 11 

女性 104 89 

合計 117 100 

認定資格の有無 実数 ％ 
あり 75 64 
なし 42 36 

合計 117 100 
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参加者の認定資格の有無（複数回答） 

 

看護師は、82 名中 39 名（47.5％）が専門看護

師の資格を有しており、内 28 名ががん看護専

門看護師、6 名が老人看護専門看護師の資格

を有していた。認定看護師は 24 名（29.2％）

であった。医師は 8 名中、日本緩和医療学会

専門医 2 名、日本認知症学会専門医 1 名、日

本臨床倫理学会倫理認定士（上級）1 名であっ

た。社会福祉士は、20 名中、認定医療ソーシ

ャルワーカーソー2 名、救急医療認定ソーシ

ャルワーカー1名、認定精神保健福祉士 1名、

認定精神保健福祉士 1 名であった。 

認定がん相談員の資格を有する参加者は全体

117 名中 7 名であった。 

 
 

参加者の 90％が初回の参加であった。 

 

『意思決定支援に関する各種ガイドラインに

ついて知っているか』については、図 4 のよ

うに「人生の最終段階における医療・ケアの

決定プロセスに関するガイドライン」を『知

っていた』82 名（70％）が最も多く、次いで

「認知症の人の社会生活における意思決定支

援ガイドライン」が 41 名（35％）、最も低か

ったのは「障害福祉サービスの提供にかかる

意思決定支援ガイドライン」が 24 名（20.5％）

であった。                  

 
２．高齢がん患者の意思決定支援に関する 

回答 

高齢がん患者の意思決定支
援について意識的に取り組
んでいることはあるか 実数 ％ 
ある 95 81 
ない 22 19 

合計 117 100 
 

あり
64%

なし
36%

図２．参加者の認定資格の有無

がん診
療連携
拠点病
院

72%病院
16%

訪問
看護
ST

教育機関 その他

図３．参加者の主な活動の場

 参加者の主な活動の場 実数 ％ 

がん診療連携拠点病院 84 72 

がん診療連携拠点病院以外

の病院 

19 16 

訪問看護ステーション 6 5 

高齢者福祉施設 0 0 

教育機関 4 3 

その他 4 3 

合計 117 100 

臨床経験年数 実数 ％ 
1年未満 0 0 
1～3年 3 3 
４～5年 1 1 
６～10 年 11 9 
11年以上 102 87 

合計 117 100 
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高齢がん患者の意思決定支援に意識的に取り

組んでいるかどうかについては、95名（81％）

が『ある』と回答していた。 

 

本研修会の満足度は図 5.のように『非常に良

かった』70 名（60％）、『良かった』39 名（33％） 

で、約 93％の参加者が満足していた。 

講義内容については、『非常に良かった』「良

かった」を合わせて、110 名（94％）であった。 

 

 
 

 
トリガービデオ教材による模擬患者事例検討

の満足度は事例 A（軽度認知症患者の意思決

定支援）が『非常に良かった』50 名（43％）、

『良かった』56 名（48％）で合わせて 91％が

満足していた。事例 B（中等度から高度認知症

患者の意思の推定が必要な事例）は『非常に

良かった』が 57 名（49％）、『良かった』が 49

名（42％） 

で合わせて 91％が満足していた。事例 B の方

が若干「非常に良かった」の割合が高かった。

一方で少人数であるが、『悪かった』と回答し

た参加者は事例 A が 1 名、事例 B が 2 名であ

った。 

研修時間（13時から 16時 30分）については、 

109 名（93％）の参加者が『良かった』と回答

していた。  

          

高齢がん患者の意思

決定支援について、自

施設でも研修会を開

催したいか 

 

 

人数 

 

 

 ％ 

開催したい 42 36 

今後、開催を検討した

い 

62 53 

どちらでもない 13 11 

開催する必要はない 0 0 

合計 117 100 

高齢がん患者の意思決定支援に関する研修会

を自施設でも開催したいかどうかについては、

『開催したい』が 42 名（36％）、『今後、開催

を検討したい』が 62 名（53％）で計 104 名

（89％）の参加者が高齢がん患者の意思決定

支援に関する研修会を開催する可能性があっ

た。 

 

 
本研修会の成果について図 7.に示した。『修

得できた』『ある程度修得できた』を合わせて、

多い順に『意思決定支援の手順について』107

非常に良
かった
60%

よかった
33%

普通
7%

図5．研修会を受講した満足度

高齢がん患者の意思
決定支援研修の参加
回数 実数 ％ 
初めて受講した 90 77 
2回目の受講 21 18 
3回目以上受講 6 5 

合計 117 100 
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名（91.4％）、『認知機能障害を持つ人とのコ

ミュニケーションスキルについて』106 名

（90.5％）、『高齢がん患者の意思決定をチー

ムで支援することについて』101名（86.3％）、

『意思決定能力の評価について』99名（84.6％）

『本人が決められない場面の意思の推定につ

いて』98 名（83.7％）の順であった。 

 

以下、自由記載内容を別表で示す。 

 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

1 患者・家族の病状の理解
2 意思・意思決定能力の確認
3 支援上の配慮・工夫
4 意思形成支援
5 意思表明支援
6 情報共有
7 多職種連携
8 ACP活動
9 研修会参加・ガイドライン使用・作成等

10 取り組む時期を意識している
11 在宅支援

別表1．高齢がん患者の意思決定支援について意識的に
取り組んでいること

別表2．事例Aの検討の感想や意見

良かった点
　意見交換の体験がよかった
意思決定支援のプロセスがわかりやすい／活用できる
考えやすい事例だった
認知症がある高齢者の意思決定支援を学べた
日ごろの介入を意識した
映像の教材のよさがあった
ファシリテーターのリードがよかった

難しかった点・改善してほしい点
　ワークシートや検討のプロセスに戸惑った
WEB上でワークの記録を共有する難しさがあった

要望
　検討する時間がもっとほしい
　ビデオ教材の活用方法の工夫がほしい
　配布資料の共有のタイミングと方法に検討の余地がある
その他
　釈然としない思いが残った
　教材についての意見
　事実をとらえる大切さを学んだ

別表3．事例Bの検討の感想や意見
良かった点
他職種、他の参加者の意見が参考になった
臨床でよく出会う事例で検討しやすかった
認知症のある高齢者の意思決定支援について学びがあった
詳細な検討ができたと思う
四分割表を用いたことで学びにつながった
普段の関わりを振り返る機会になった
新しい事例で新たな発見があった
情報収集の大切さを含めて検討できた
ファシリテータ―の進行に助けられた
ビデオ教材がよかった
改善してほしい点・要望
ワークシートが活用しにくかった
グループワークの進行に難しさがあった
ファシリテーターにもっと進行をサポートしてほしかった
ビデオ教材の活用方法の工夫がほしい
検討する時間がもっとほしい
教材にもっと検討の余地があると思う
その他
自身の経験に基づく事例の支援への意見
本研修で退院支援の実際を知った

1 患者と医療者/職種による意思決定支援についての知識や認識の違いがある
2 認知症の患者は意思決定できないという医療者の思い込み
3 医療者間に意思決定支援についての知識不足がある
4 組織との連携や体制づくりが困難
5 医師が優先される組織風土
6 高齢者の意思決定支援にそもそも疑問を抱いていない、重要視していない
7 家族を優先する職場風土
8 意思決定支援に必要な時間が不足
9 医療制度による時間的制約

10 多職種の連携体制に課題がある
11 人材の不足
12 意思決定支援に関する学習の積み重ねが必要

別表４．研修会で検討した事柄を、臨床で生かす上で困難に感じたこと

1 多職種で情報共有を図り、連携を深める

2 院内教育や勉強会・研修の実施

3 意思決定のガイドラインの活用

4 患者の真意を確認すること

5 意思決定支援のプロセス　意思形成支援、表明支援の実施

6 認知症患者への支援

7 倫理4分割表の活用

8 その他

別表5．研修会で得たことで、今後に生かせること
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D．考察 
 高齢がん患者の意思決定支援の教育プログ

ラムの参加者のニーズと教育プログラムの課

題の 2 点について考察する。 

 

教育プログラムの参加者のニーズ 

研修会参加者の 72％は、がん診療連携拠点

病院で活動していた。また職種別の参加者で

最も多かった看護師の認定資格は、89 名中 39

名（47.5％）が専門看護師の資格を有し、その

内 28 名（71.8％）が、がん看護専門看護師、

6名（15.3％）が老人看護専門看護師であった。

専門看護師は、6 つの役割を持ち、その役割り

の 1 つに「倫理調整」があり、日頃から患者

の意思決定支援に対する問題意識や研修会へ

のニーズが伺えた。 

また参加者の 77％が初回参加者であったが、

2、3 回目の参加者も 23％の割合で参加してい

た。「高齢がん患者の意思決定支援に意識的に

取り組んでいるか」については、95 名（81％）

が『はい』と答えていたことから、参加者は高

齢がん患者の意思決定支援の問題意識が高い

ことが伺えた。 

一方で、「研修会で検討した事柄を、臨床で生

かすうえで困難に感じたこと」の自由記載で

は、『患者と医療者／職種による意思決定支援

についての知識や認識の違いがある』『認知症

の患者は意思決定できないという医療者の思

い込み』『医療者間に意思決定支援についての

知識不足がある』『高齢者の意思決定支援につ

いてそもそも疑問を抱いていない、重要視し

ていない』『多職種の連携体制に課題がある』

『医療制度による時間的制約』『意思決定支援

に関する学習の積み重ねが必要』等といった

意見が記述され、がん患者に限らず、現状の

臨床現場での認知症高齢患者の意思決定支援

に対する問題点と、本研修プログラムの必要

性が示唆された。 

 

教育プログラムの課題 

今回の研修会では高齢がん患者の意思決定

支援に関するトリガービデオ教材を用いた軽

度認知症がん患者の意思決定支援、及び中等

度から高度認知症がん患者の意思の推定が必

要な患者の意思決定支援について多職種によ

る研修を実施した。 

前者は過去に複数回研修として取り組んでい

たが、意思の推定事例は初めて取り組んだ。 

本研修会の成果について、『修得できた』『あ

る程度修得できた』を合わせて、多い順に『意

思決定支援の手順について』『認知機能障害を

持つ人とのコミュニケーションスキルについ

て』『高齢がん患者の意思決定をチームで支援

することについて』『意思決定能力の評価につ

いて』『本人が決められない場面の意思の推定

について』の順で『修得できた』と回答してい

たが、最も％が低かった『本人が決められな

い場面の意思の推定について』は、83.7％で

はあったものの臨床現場での困難性や、限ら

れた時間内での研修会の課題も示唆された。 

中でも事例 B（意思の推定事例）についての感

想や意見では良かった点も多く記載されてい

たものの、改善点として、『ワークシートが活

用しにくかった』『グループワークの進行に難

しさがあった』『ファシリテーターにもっと進

行をサポートして欲しかった』『検討する時間

がもっと欲しい』等の意見の記述があった。

事例 B は臨床現場で多く直面する場面であり、

答えがない課題でもある。今後も中等度から

高度認知症がん患者の意思の推定が必要な教

育プログラムの充実、具体的にはワークシー

ト及びファシリテーターマニュアルの改善が

示唆された。 

「研修会で得たこと、今後に生かせること」

についての記述では、『多職種で情報共有を図

り、連携を深める』『院内教育や勉強会・研修

の実施』『意思決定支援ガイドラインの活用』

『意思決定支援のプロセスの実施』『認知症患

者への支援』等と記述されていた。また「高齢

がん患者の意思決定支援に関する研修会を自

施設でも開催したいか」について参加者の

89％が『開催したい』『今後、開催を検討した

い』と回答していたことから、今後、高齢がん

患者の意思決定支援の教育プログラムをより

充実させ、全国のがん診療連携拠点病院等で

研修会の開催を実施する支援が必要である。 

 

 

E．結論 
軽度認知症がん患者及び中等度から高度認知

症がん患者の意思決定支援について多職種に

よる研修会を開催し、アンケート調査を用い

て評価を実施した。本研修会の成果について

『修得できた』『ある程度修得できた』を合わ

せて、多い順に『意思決定支援の手順につい

て』、『認知機能障害を持つ人とのコミュニケ

ーションスキルについて』、『高齢がん患者の

意思決定をチームで支援することについて』、

『意思決定能力の評価について』『本人が決め

られない場面の意思の推定について』の順で
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あった。トリガービデオ教材による事例検討

の満足度は事例 A（軽度認知症患者の意思決

定支援）も事例 B（中等度から高度認知症患者

の意思の推定事例）も『非常に良かった』『良

かった』を合わせて約 90％が満足していた。

事例 A は高齢がん患者の意思決定支援に関す

る教育プログラムが効果的に活用できたが、

事例 B の意思の推定に関する研修方法につい

ては、事例検討の際の時間配分やワークシー

トの工夫やファシリテーションについて課題

が示唆された。 

 

 

F．健康危険情報 
 特記すべきことなし。 

 

 

G．研究発表 
論文発表 

なし。 

 

学会発表 

1. 第 38 回日本がん看護学会学術集会にて発

表予定 

 

H．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む。） 

1．特許取得 

 なし。 

2．実用新案登録 

 なし。 

3．その他 

 特記すべきことなし。 
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厚生労働科学研究費補助金 (がん対策推進総合研究事業) 

分担研究報告書 

 

人生の最終段階における医療ケアの決定プロセスに関するガイドラインと、認知症

の人の日常生活・社会生活における意思決定支援ガイドラインを比較する 
  

研究分担者 稲葉 一人 中京大学法務研究科 名誉研究員 

いなば法律事務所 代表弁護士 

 

     

研究要旨 法的・倫理的観点から人生の最終段階における医療ケアの決定プ

ロセスに関するガイドラインと、認知症の人の日常生活・社会生活における

意思決定支援ガイドラインを比較し、その関連を調べた。それを表としてま

とめた。 

 

 

A．研究目的 
 意思決定支援は、現在臨床倫理的観点から

重要な意味づけを与えられている。その際、

人生の最終段階における医療ケアの決定プロ

セスに関するガイドライン（ＥＯＬのガイド

ライン）と、認知症の人の日常生活・社会生

活における意思決定支援ガイドライン（認知

症のガイドライン）を比較することが適切で

ある。 

 

 

B．研究方法 
 筆者自身、現在は、多くの意思決定支援等

の指導や、臨床における倫理問題の解決（外

部倫理コンサルタント）を多数行っており、

それらで、自らがこの２つのガイドラインを

使った際の問題意識や、その際に医療者から

出た意見等を踏まえて、本検討に至ったもの

である。 

（倫理面への配慮） 

個人情報を扱うものではなく、公にされて

いるガイドラインや、公刊物を中心とした

研究である。 

 

 

C．研究結果 
 別紙にその比較を示した。 

 

 

D．考察 
 ＥＯＬのガイドラインは、終末期（ＥＯＬ）

のおける医療ケアの決定のガイドラインで、

その中心は、医療行為の開始・不開始、医療

内容の変更、医療行為の中止等の判断を、法

的に指摘を受けないようにすることを背景と

した、主として医療者のためのガイドライン

で、患者本人の意思決定のプロセスが中心と

されているものではない。他方、認知症のガ

イドラインは、認知症の人の意思をできるだ

け尊重するための、関係者がどのように意思

決定支援するかを記載したものである。この

ことからすれば、現在課題となっているＡＣ

Ｐの作成においても、認知症のガイドライン

をまず用い、できる限り、患者の意思を支援

するプロセスを先行させ、その後、ＥＯＬの

ガイドラインを用いるという、関係するガイ

ドラインの役割分担が示すことができた。 

 

 

E．結論 
 人生の最終段階における医療ケアの決定プ

ロセスに関するガイドライン（ＥＯＬのガイ

ドライン）と、認知症の人の日常生活・社会

生活における意思決定支援ガイドライン（認

知症のガイドライン）を比較することで、こ

れらのガイドラインの射程や特色が見え、両

方のガイドラインの関係性を理解した上で、

よりよき意思決定支援を行うことができる。 

 

 

F．健康危険情報 
 特記することはない。 

 

 

G．研究発表 
論文発表 
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 なし 

 

学会発表 

1. 稲葉一人、日本臨床倫理学会１０周年記念

シンポ 臨床倫理はこの１０年どう変わり、

今後１０年どこに行くか、日本臨床倫理学

会シンポジウム１（2023 年 3 月 18 日） 

 

 

H．知的財産権の出願・登録状況（予定を

含む。） 
1．特許取得 

 なし 

2．実用新案登録 

 なし 

3．その他 

 特記するべきことはない 
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厚生労働科学研究費補助金 (がん対策推進総合研究事業) 

分担研究報告書 

 

がん登録と DPC導入の影響評価に係る調査データからみた 

治療方針決定の現状と術後日常生活動作 

  

研究分担者 奥山 絢子 聖路加国際大学 看護学研究科 教授 

 

     

研究要旨 高齢のがん患者にとって、死亡率や治療のアウトカムだけでな

く、治療に伴う身体的な負担がどの程度あるかといった情報は、患者や家族

が納得できる治療の意思決定を行う上で重要である。本研究では、前年度に

引き続き、全国のがん診療病院 431 施設の院内がん登録とリンケージさせた

DPC 導入の影響評価に係る調査データを用いて、非小細胞肺がんと乳がんに

ついて年齢階級別に外科手術後の日常生活動作（Activity of Daily Living: 

ADL）が 10 点以上低下した者の割合を算出した。非小細胞肺がんについては

術後補助化学療法の実施状況、乳がんでは術前化学療法と同時乳房再建の有

無別に術後ＡＤＬ低下割合も算出した。結果、非小細胞肺がんの胸腔鏡下手

術、胸腔切除ともに年齢が高くなるほど手術後に ADL が低下した患者の割合

は増加する傾向にあった。しかし、75 歳以上の高齢の患者であっても胸腔鏡

下手術後に ADL が 10 点以上低下した者は 3.2%（95％信頼区間（CI）2.8～

3.8％）、胸腔切除後 4.5%（95％CI3.2～6.2%）であった。術後化学療法は年齢

が高くなるほど実施割合は減少した。また乳がんでは乳房部分切除、乳房全

摘術ともに年齢による ADL 低下割合に大きな差はなくいずれの年代も 2％未

満であった。術前化学療法を実施した者であっても、手術前に ADL が自立で

あった者は術前化学療法を受けていない患者と手術前後による ADL 低下割合

に統計的に有意な差は認めなかった。患者は不安なく治療に臨むほうがより

副作用が少なく、生活の質がよいとの報告がある。がんの手術前には手術に

よる身体への負担が若い世代と同等である点について客観的な情報を患者や

家族に伝え、患者や家族の不安の軽減につなげることが重要であると考えら

れた。 

 

 

A．研究目的 
 2019 年のがん罹患統計をみると、新たにが

んと診断されたのは約 100 万例であり、75 歳

以上の高齢のがん患者の割合は微増傾向にあ

る。また一人暮らしの高齢者も増える中、高

齢のがん患者や家族にとって、治療による予

後の改善だけでなく、治療後にこれまでどお

り日常生活を継続できるのかといった治療に

よる身体的な負担は治療方針を決定する上で

重要な情報である。本研究では、胃がん、大腸

がん、膵臓がん、肝細胞がん、胆道がんの外科

手術前後における日常生活動作（Activity of 

Daily Living：ADL）の低下割合を検討してき

た。今年度はこれらのがんに引き続き、高齢

者に比較的多い非小細胞肺がんと女性乳がん

について治療方針の決定の際に情報提供がで

きるように、外科治療前後での ADL の低下割

合について検討した。 

 

 

B．研究方法 
 国が指定するがん診療連携拠点病院等を含

むがん診療病院 431 施設の院内がん登録とリ

ンケージさせた DPC 導入の影響評価に係る調

査データを用いた。解析対象は、2015 年に非

小細胞肺がんまたは女性で乳がんと診断され、

当該病院で初回治療を開始した 40 歳以上の

患者とした。これら患者のうち、非小細胞肺

がんでは胸腔切除または胸腔鏡下手術を受け

た患者、乳がんでは乳房部分切除または乳房

全摘術を受けた患者について手術のために入

院した時点の入院時と術後退院時の ADL 情報

を抽出し比較した。DPC 導入の影響評価に係

る調査データでは、ADL は Barthel index（1
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～100 点）準拠して情報が登録されている。分

析では、入院時点と比較して 10 点以上 ADL が

低下した患者の割合を、40～64 歳、65～74 歳、

75 歳以上の 3 つの年齢階級別に求めた。高齢

であっても手術を受ける患者の多くは手術前

の ADL は自立していることが報告されており、

何等かの介助が必要となる 10 点以上の低下

は、患者や家族にとって退院後の療養生活を

送る上で無視できない状況であるとの考えか

らである。なお、分析には、Stata16.1（Stata 

Corporation, College Station, TX, USA）を

用いた。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は、国立がん研究センター研究倫理

審査委員会の承認を得た（承認番号 2019－

064）。 

 

 

C．研究結果 

【非小細胞肺がん】 

 1）非小細胞肺がん患者への外科治療が退院

時 ADL に与える影響 

全体で 19,780 例（胸腔鏡下術 17,062 例、

胸腔切除術 2,718 例）を分析対象とした。胸

腔鏡下術、胸腔切除術ともに臨床病期 I～Ⅱ

期であっても年齢が高いほど男性の患者の割

合が多くなる傾向にあった（胸腔鏡下術:40～

64歳 54.1%、65～74歳 59.1%、75歳以上 59.9%;

胸腔切除:40～64 歳 63.9%、65～74 歳 69.6%、

75 歳以上 72.5%）。臨床病期 I 期・Ⅱ期の割合

は年齢による差はほとんどなかった。年齢が

高いほど肺葉切除を受けた患者の割合はやや

低かった（胸腔鏡下術:40～64 歳 78.3%、65～

74 歳 75.7%、75 歳以上 69.3%;胸腔切除:40～

64歳 82.0%、65～74歳 80.9%、75歳以上 75.5%）。

入院時の ADL は、若い患者ほど自立していた

者の割合が高かったが、75 歳以上であっても

9 割以上が自立していた。なお、臨床病期 I ま

たはⅡ期の患者のうち、年齢が高くなるほど

手術を受けなかった患者の割合が高くなった

（40～64 歳 7.0％、65～74 歳 11.7％、75 歳

以上 32.4％）。 

 

術後の ADL 低下割合は、年齢が高くなるほ

どやや高くなる傾向にあった（胸腔鏡下術:40

～ 64 歳 1.1%(95%Confidence 

Interval(CI),0.8～1.5％）、65～74 歳 1.6%

（95%CI,1.3～1.9％）、75 歳以上 3.5%（95％

CI,3.0～4.0%）;胸腔切除:40～64 歳 1.4%

（ 95%CI,0.6 ～ 2.7% ）、 65 ～ 74 歳 2.8%

（ 95%CI,2.0 ～ 3.9% ）、 75 歳 以 上 4.9%

（95%CI,3.6～6.6％））。手術前の ADL が自立

であった患者に限定した場合も同様の傾向が

認められた（胸腔鏡下術:40～64 歳 1.0%

（ 95%CI,0.7 ～ 1.3% ）、 65 ～ 74 歳 1.4%

（95%CI,1.2～1.7%）、75 歳以上 3，3％（95％

CI,2.8～3.8%）;胸腔切除:40～64 歳 1.3%

（ 95%CI,0.5 ～ 2.6% ）、 65 ～ 74 歳 2.6%

（ 95%CI,1.8 ～ 3.7% ）、 75 歳 以 上 4.6%

（95%CI,3.2～6.2%））。 

 

2) 非小細胞肺がん患者の術後補助化学療

法実施割合 

手術の入院時点で ADL が自立していた患者

で術後病理病期が IB 期であった患者を対象

に、術後補助化学療法の実施割合を年齢階級

別にみたところ、胸腔鏡下術を受けた 65 歳未

満では 57.3％がテガフールとウラシルを組み

合わせた化学療法を受けていたのに対し、75

歳以上では 21.4％に留まった。同様に胸腔鏡

下術を受け、かつ術後病理病期Ⅱ期であった

患者をみるとシスプラチンを含む化学療法を

受けていた患者が 65 歳未満は 44.8％である

のに対し、65～74 歳で 34.2％、75 歳以上で

4.4％であった。 

 

【女性乳がん】 

3)女性乳がん患者への外科治療が退院時

ADL に与える影響 

全体で 37,161例（乳房部分切除 17,313例、

乳房全摘術 19,848 例）を分析対象とした。臨

床病期 0～Ⅲ期では、年齢が高くなるほど外

科的治療を受けていない患者の割合はやや高

い傾向にあった（40～64 歳 2.6％、65～74 歳

3.3％、75 歳以上 13.0％）。乳房部分切除およ

び乳房全摘術ともに年齢が若いほど臨床病期

0 期の割合がやや高かった。また、年齢が若い

ほど術前補助化学療法を受けた患者の割合が

高かった（乳房部分切除:40～64 歳 12.0％、

65～74 歳 6.3％、75 歳以上 2.1%;乳房全摘

術:40～64 歳 18.1％,65～74 歳 12.8％、75 歳

以上 3.0％）。入院時の ADL は 65 歳未満では

乳房部分切除 98.3％、乳房全摘術 97.8％が自

立していたが、75 歳以上ではそれぞれ 85.4％、

80.7％であった。 

 

術後の ADL 低下割合は、全体で 65 歳未満が

0.5％（95％CI,0.4-0.6％）、65～74 歳が 0.7％

（95％CI,0.6-0.9％）、75 歳以上が 2.4％
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（95％CI,2.0-2.9%）であった。入院時 ADL が

自立していた患者に限定した場合もほぼ同様

の傾向であった（40～64 歳 0.4％(95％CI,0.3

～0.5％、65～74 歳 0.6％（95％CI,1.5％～

1.9％、75 歳以上 1.5％（95％CI,1.2-1.9％）。

75歳以上の患者の ADL低下割合は、入院時 ADL

が自立していたものに限定すると乳房部分切

除 0.9％（95％CI,0.5-1.4%）、乳房全摘術

1.9％（95％CI,1.4-2.5%）であり若い世代とほ

ぼ同等であった（乳房部分切除 0.3～0.7％、

乳房全摘術 0.5～0.8%）。 

 

4)術前補助化学療法と乳房同時再建した場

合の乳房切除術前後の ADL 低下割合 

術前補助化学療法を受けていた患者の手術

前の ADL は、40～64 歳の 97.9％、65～74 歳

の 94.9％、75 歳以上の 89.2％が自立してい

た。手術前の ADL が自立した患者で、術前補

助化学療法を受けた者と受けなかった者で術

後の ADL 低下割合を比較したところ統計的に

有意な差はいずれの年齢群も認めなかった。

乳房全摘術と同時に乳房再建を実施した患者

は 40～64 歳 24.5％、65～74 歳 3.8％、75 歳

以上で 0.3％であった。いずれも同年代の同

時乳房再建をしなかった患者と比較して手術

時の ADL 低下割合に有意な差は認めなかった。 

 

 

D．考察 
 本研究では、日本の新規のがんの約 50％を

カバーしていると推定される大規模なリアル

ワールドデータを用いて、非小細胞肺がんと

女性乳がんの手術を受けた患者の手術前後の

ADL 低下割合を年齢階級別に明らかにした。

非小細胞肺がんの 75 歳以上では若い世代と

比較して、やや ADL 低下割合が高くなる傾向

があったが、ADL が 10 点以上低下した患者の

割合は胸腔切除を受けた患者であっても 5％

未満であった。但し、年齢が高くなるほど手

術を受けていない患者の割合が多く、手術に

耐えられると判断された患者が手術を受けた

結果であることには留意が必要である。一方

で、女性乳がんについてみると、乳房部分切

除、乳房全摘術ともに年代による手術前後に

おける ADL 低下割合はほとんど差がなく、75

歳以上であっても 2％未満であった。乳がん

については診断前後から身体機能の低下が加

速することが報告されている。しかし、余命

が期待できかつ標準治療の対象となる高齢の

患者に対しては、手術後に適切なリハビリテ

ーション等を行うことで術後の身体機能低下

をできるだけ遅らせるような支援や介入をす

ることで一定の生活の質が保てるのではない

かと考えらえる。 

 

 非小細胞肺がんについて術後補助化学療法

の実施割合を年齢階級別に算出した結果、こ

れまでの報告と同様に年齢が高くなるほど補

助化学療法を受けた患者の割合は少ない傾向

にあった。DPC 導入の影響評価に係る調査デ

ータを用いた本研究では、外来で行われる化

学療法時の患者の ADL に関する情報は含まれ

ていない。今後、化学療法時の身体的な負担

についても調査する必要がある。 

 

 女性乳がんについて術前補助化学療法を受

けた患者は高齢になるほど少ない傾向にあっ

た。しかし、化学療法に耐えられると判断さ

れた患者でかつ手術を受けた患者をみると、

ほぼ手術前の ADL は自立していた。乳がん治

療において化学療法の実施のタイミングに関

しては、術後に実施した患者のほうが長期成

績では局所再発が少なかったという報告もあ

り、別途検討が必要である。今回乳房同時再

建による ADL への影響を分析したが、75 歳以

上で乳房同時再建を受けた患者は少なく、今

後さらなる調査が必要である。 

 

 

E．結論 
 リアルワールドデータを用いて非小細胞肺

がんと女性乳がん患者における手術による身

体的負担について年齢階級別に検討した。結

果、非小細胞肺がんでは、年齢が高くなるほ

ど手術を受けた患者が少なくなる傾向があり、

手術に耐えうると判断され手術を受けた患者

であっても手術前後における ADL 低下割合が

やや高くなる傾向を認めた。一方で、乳がん

では乳房部分切除、乳房全摘術ともに年齢に

よる手術前後の ADL 低下割合はほとんど差が

なかった。治療方針の決定において、高齢の

患者や家族にとって、手術後にこれまでどお

り日常生活を送れるかは最も重要な事項であ

る。日本の状況を捉えたこうしたデータを示

しながら、患者や家族が納得し安心して治療

を受けられるように支援することが重要であ

る。 

 

 

F．健康危険情報 
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 特記すべきことなし。 

 

 

G．研究発表 
論文発表 

1. なし。 

 

学会発表 

1. なし。 

 

H．知的財産権の出願・登録状況（予定を

含む。） 

1．特許取得 

 なし。 

 

2．実用新案登録 

 なし。 

 

3．その他 

 特記すべきことなし。 
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厚生労働科学研究費補助金 (がん対策推進総合研究事業) 

分担研究報告書 

 

高齢者のがん診療に関する情報の普及・啓発に関する研究 

  

研究分担者 水谷 友紀 杏林大学医学部 腫瘍内科学 講師 

 

     

研究要旨 老年腫瘍学は、世界でも比較的あたらしい領域である。日本では、

老年腫瘍学に関するデータを集約する場所がなかったため、医療者は診療に

必要な情報を得るのに苦労していた。また、がんを持った高齢患者にとって

何が適切な医療なのか、については腫瘍学だけでなく老年医学の考え方から

も学ぶ必要があった。さらに、治療方針を決めるのは医者だけでなく、看護

師、薬剤師、栄養士、理学療法士、作業療法士、メディカルソーシャルワーカ

ーなど多職種の医療従事者が協働する必要があるが、これらが一堂に会する

場所がなかった。このため、このため、2021 年 4 月に、任意団体として、日

本老年腫瘍研究会（Japan Geriatric Oncology Society; JGOS）を設立し、

定期的に教育講演を実施している。その中で高齢者総合的機能評価を推奨し

ているが、マンパワー不足から日常診療では行われていないことが判明した

ため、高齢者総合的機能評価アプリの開発を行った。 

 

 

A．研究目的 
 老年腫瘍学は、世界でも比較的あたらしい

領域である。日本では、老年腫瘍学に関する

データを集約する場所がなかったため、医療

者は診療に必要な情報を得るのに苦労してい

た。また、がんを持った高齢患者にとって何

が適切な医療なのか、については腫瘍学だけ

でなく老年医学の考え方からも学ぶ必要があ

った。さらに、治療方針を決めるのは医者だ

けでなく、看護師、薬剤師、栄養士、理学療法

士、作業療法士、メディカルソーシャルワー

カーなど多職種の医療従事者が協働する必要

があるが、これらが一堂に会する場所がなか

った。このため、このため、2021 年 4 月に、

任意団体として、日本老年腫瘍研究会（Japan 

Geriatric Oncology Society; JGOS）を設立

し、定期的に教育講演を実施することで高齢

者のがん診療に関する情報の普及・啓発をす

ることことを目的として、本研究を実施した。

また、その中で高齢者総合的機能評価を推奨

しているが、マンパワー不足から日常診療で

は行われていないことが判明したため、高齢

者総合的機能評価アプリの開発を行うことと

した。 

 

 

B．研究方法 
 老年腫瘍学の専門家を中心に、腫瘍科医、

外科医、精神腫瘍科医、疫学者、理学/作業療

法師、情報提供の各専門家などの老年医学ま

たは腫瘍学に精通した多職種が参画し、高齢

者のがん診療に関する情報の普及・啓発をす

るための勉強会を検討した。また、認知機能

障害をスクリーニングする Mini-cog アプリ

の開発を行った。 

 

（倫理面への配慮） 

本試験は患者を対象とした研究ではないた

め、「臨床研究法」や「人を対象とする医学

系研究に関する倫理指針」の適用範囲外で

ある。 

 

 

C．研究結果 
 JGOS では、2022 年 8 月 27 日および 2023 年

3月 25日に多職種を対象とした老年腫瘍学の

WEB 勉強会を開催した。そこでの議論を動画

にして会員専用のホームページに掲載した。 

 また、Mini-cog アプリの開発を進め、日常

診療および臨床研究で使用できまでの状態に

した。 

 

 

D．考察 
 我々は日本老年腫瘍研究会の WEB 勉強会を

開催し、学際的な情報発信ができた。勉強会
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では多職種から積極的な意見があり、教育的

な実績だけでなく、老年腫瘍学に興味をもつ

医療者を掘り起こすことにも成功した。一方、

新型コロナ禍のため対面式の勉強会ができな

かったため、参加者全員からの意見を引き出

すことができなかったことが反省点である。

今後、対面式の勉強会を開催し、より積極的

な教育活動ができればと考えている。 

 また、Mini-cog アプリについては、当初、

AIを用いて自動的に判定できるようにするつ

もりであったが、特に時計描画の判定が AI の

みでは正確性に欠けると判断したため、AI に

よる判定は参考までとして、医療者がデータ

を確認のうえ、最終判定するという仕様とし

た。この仕様を取り入れたことにより、減じ

てでも日常診療や臨床研究で Mini-cog アプ

リを使用できるまでに至った。今後は、AI の

精度を高めること、このアプリをどのように

広めるかが課題である。 

 

 

E．結論 
 高齢者のがん診療に関する情報の普及・啓

発を目的として、日本老年腫瘍学研究会を設

立し、そのホームページにより情報発信をし

た。また、Mini-cog アプリを開発することに

より、高齢者機能評価を日常診療に導入する

ことができた。これらの活動を通して、高齢

がん患者さんが「がん」とともに生き、豊かな

人生を送れるようになることを祈っている。 

 

 

F．健康危険情報 
 特記すべきことなし 

 

 

G．研究発表 
論文発表 

1. 未定 

 

学会発表 

1. 未定 

 

 

H．知的財産権の出願・登録状況（予定を

含む。） 

1．特許取得 

 なし 

 

2．実用新案登録 

 なし 

 

3．その他 

 特記すべきことなし 
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Ⅲ. 研究成果の刊行に関する一覧表 
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研究成果の刊行に関する一覧表 

書籍（日本語） 

著者氏名 論文タイトル名 書籍全体の 

編集者名 

書 籍 名 出版社名 出版地 出版年 ページ 

小川朝生 B 高齢者機能評価の

ドメインと評価ツール 

7 認知機能. 

安藤雄一 高齢者機能評

価とレジメン

でわかるがん

薬物療法 

中外医学

社 

東京都新

宿区 

2022 79-86 

小川朝生 せん妄，どうする？ 小川朝生 病棟でのせん

妄・不眠・う

つ病・物忘れ

に対処する 

精神科の薬も

わかる！ 

メジカル

ビュー社 

東京都新

宿区 

2022 27-32 

小川朝生 せん妄の薬物療法，ど

うする 

小川朝生 病棟でのせん

妄・不眠・う

つ病・物忘れ

に対処する 

精神科の薬も

わかる！ 

メジカル

ビュー社 

東京都新

宿区 

2022 33-35 

小川朝生 高齢がん患者のコミュ

ニケーション 

日本サイコ

オンコロジ

ー学会、日

本がんサポ

ーティブケ

ア学会 

がん医療にお

ける患者ー医

療者間のコミ

ュニケーショ

ンガイドライ

ン2022年版 

金原出版 東京都文

京区 

2022 22-26 

小川朝生 病院の組織としてせん

妄にどのように取り組

むか. 

日本サイコ

オンコロジ

ー学会、日

本がんサポ

ーティブケ

ア学会 

がん医療にお

ける患者ー医

療者間のコミ

ュニケーショ

ンガイドライ

ン2022年版 

金原出版 東京都文

京区 

2022 47-51 

小川朝生 重度認知症の人への緩

和ケア 

認知症の緩

和ケアに関

する研究会 

認知症plus緩

和ケア 

日本看護

協会出版

会 

東京都渋

谷区 

2023 52-57 

小川朝生 身体拘束につながりや

すい治療・ケアの特徴 

認知症の緩

和ケアに関

する研究会 

認知症plus緩

和ケア 

日本看護

協会出版

会 

東京都渋

谷区 

2023 108-112 

小川朝生 痛みのアセスメントと

コントロール 

認知症の緩

和ケアに関

する研究会 

認知症plus緩

和ケア 

日本看護

協会出版

会 

東京都渋

谷区 

2023 94-98 

小川朝生 認知症の症状緩和の必

要性と意思決定支援 

認知症の緩

和ケアに関

する研究会 

認知症plus緩

和ケア 

日本看護

協会出版

会 

東京都渋

谷区 

2023 28-32 

小川朝生 認知症の病態の評価と

予後予測 

認知症の緩

和ケアに関

する研究会 

認知症plus緩

和ケア 

日本看護

協会出版

会 

東京都渋

谷区 

2023 36-40 

小川朝生 病院における緩和ケア

の特徴 

認知症の緩

和ケアに関

する研究会 

認知症plus緩

和ケア 

日本看護

協会出版

会 

東京都渋

谷区 

2023 90-93 
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小川朝生 機能評価に基づく治療

法の選択 1.意思決定

支援. 

日本がんサ

ポーティブ

ケア学会 

よくわかる老

年腫瘍学 

金原出版 東京都文

京区 

2023 118-123 

小川朝生 精神疾患（せん妄） 武藤芳照、

鈴木みず

え、萩野

浩、大高洋

平 

転倒予防白書

2023  

日本医事

新報社 

東京都千

代田区 

2023 503-505 

海堀昌樹 外科での評価の実例 唐澤 久美

子 

杉本 研 

よくわかる老

年腫瘍学 

金原出版 東京 2023 139-142 

大竹文雄・

平井啓（編

著） 

実践 医療現場の行動

経済学 すれ違いの解

消法 

大竹文雄・

平井啓 

実践 医療現

場の行動経済

学 すれ違い

の解消法 

東洋経済

新報社 

東京都 2022 363 

小川朝生、

水谷友紀他 

高齢者を対象としたが

んの臨床試験 

唐澤久美子 よくわかる老

年腫瘍学 

金原出版 東京都文

京区 

2022  

 

  雑誌（外国語） 

発表者氏名 論文タイトル名 発表誌名 巻号 ページ 出版年 

Yokomichi N, Maeda 

I, Morita T, 

Yoshiuchi K, Ogawa 

A, Hisanaga T, et 

al. 

Association of Antipsychotic 

Dose With Survival of Advanced 

Cancer Patients With Delirium. 

Journal of pain 

and symptom 

management 

64(1) 28-36 2022 

Ueda N, Igarashi M, 

Okuyama K, Ogawa A, 

et al. 

Demographic and clinical 

characteristics of patients 

with delirium: analysis of a 

nationwide Japanese medical 

database. 

BMJ Open 12(9) e060630 2022 

Sakata N, Okumura Y, 

Ogawa A. 

Postoperative Pain Treatment in 

Patients with Dementia:A 

Retrospective Observational 
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2023年 4月 1日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                         
                          機関名 国立研究開発法人国立がん研究センター 

 
                  所属研究機関長 職 名 理事長 
                                                                                      
                          氏 名 中釜 斉               
 

   次の職員の（令和）4 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に

ついては以下のとおりです。 

１．研究事業名 がん対策推進総合研究事業                                       

２．研究課題名 患者・家族の意思決定能力に応じた適切な意思決定支援の実践に資する簡便で効果的な支

援プログラムの開発に関する研究                                        

３．研究者名  （所属部署・職名）精神腫瘍学開発分野・分野長                             

    （氏名・フリガナ）小川朝生・オガワアサオ                               

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 国立がん研究センター □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：               ） 
□   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和５年 ３月 ８日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長） 
                              機関名 学校法人杏林学園 杏林大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 渡邊 卓         
 

   次の職員の令和４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  がん対策推進総合研究事業                                 

２．研究課題名  患者・家族の意思決定能力に応じた適切な意思決定支援の実践に資する簡便で効果的な 

支援プログラムの開発に関する研究       

３．研究者名  （所属部署・職名）  医学部腫瘍内科学・教授                                

    （氏名・フリガナ）  長島 文夫（ナガシマ フミオ）                         

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象
とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



2023年   3月   31日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長） 
                              機関名    学校法人埼玉大学 

 
                      所属研究機関長 職 名    学長 
                                                                                      
                              氏 名    別所 正美      
 

   次の職員の令和４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  がん対策推進総合研究事業                                 

２．研究課題名  患者・家族の意思決定能力に応じた適切な意思決定支援の実践に資する簡便で効果的な 

支援プログラムの開発に関する研究       

３．研究者名  （所属部署・職名）      医学部・教授                            

    （氏名・フリガナ）      濱口 哲弥 ・ ハマグチ テツヤ                            

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象
とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



2023年 3月 28日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長） 
                              機関名 関西医科大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 友田 幸一      
 

   次の職員の令和４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  がん対策推進総合研究事業                                 

２．研究課題名  患者・家族の意思決定能力に応じた適切な意思決定支援の実践に資する簡便で効果的な 

支援プログラムの開発に関する研究       

３．研究者名  （所属部署・職名） 医学部 診療教授                                 

    （氏名・フリガナ） 海堀 昌樹 （カイボリ マサキ）                                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象
とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



2023年3月6日 
厚生労働大臣 殿                                       
 
                              機関名 国立大学法人大阪大学 

大学院人間科学研究科 
                      所属研究機関長 職 名 研究科長 
                                                                                      

                           氏 名 渥美 公秀       
 

   次の職員の令和４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  がん対策推進総合研究事業                                 

２．研究課題名  患者・家族の意思決定能力に応じた適切な意思決定支援の実践に資する簡便で効果的な 

支援プログラムの開発に関する研究       

３．研究者名  （所属部署・職名） 人間科学研究科 准教授        

    （氏名・フリガナ） 平井啓 (ヒライケイ)                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 ■   □ ■  大阪大学大学院 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象

とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



2023年 3月 23日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長） 
                              機関名 ふれあい学園 湘南医療大学 

 
                              所属研究機関長 職 名  学長 
                                                                                      
                              氏 名 大屋敷 芙志枝     
 

   次の職員の令和４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  がん対策推進総合研究事業                                 

２．研究課題名  患者・家族の意思決定能力に応じた適切な意思決定支援の実践に資する簡便で効果的な 

支援プログラムの開発に関する研究       

３．研究者名  （所属部署・職名）保健医療学部 看護学科・教授                                  

    （氏名・フリガナ）渡邉 眞理 ・ワタナベ マリ                                  

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 ■   □ ■  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象
とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 





2023年 4月 1日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                       
                                          
                          機関名 国立研究開発法人国立がん研究センター 

 
                  所属研究機関長 職 名 理事長 
                                                                                      
                          氏 名 中釜 斉               
 

   次の職員の（令和）4 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に

ついては以下のとおりです。 

１．研究事業名 がん対策推進総合研究事業                                       

２．研究課題名 患者・家族の意思決定能力に応じた適切な意思決定支援の実践に資する簡便で効果的な支

援プログラムの開発に関する研究                                        

３．研究者名  （所属部署・職名）薬剤部・副薬剤部長                             

    （氏名・フリガナ）松井礼子・マツイレイコ                               

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：               ） 
□   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象

とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



2023年 4月 1日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                       
                                         
                          機関名 国立研究開発法人国立がん研究センター 

 
                  所属研究機関長 職 名 理事長 
                                                                                      
                          氏 名 中釜 斉               

   次の職員の（令和）4 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に

ついては以下のとおりです。 

１．研究事業名 がん対策推進総合研究事業                                       

２．研究課題名 患者・家族の意思決定能力に応じた適切な意思決定支援の実践に資する簡便で効果的な 

支援プログラムの開発に関する研究                                        

３．研究者名  （所属部署・職名）薬剤部・薬剤師                             

    （氏名・フリガナ）五十嵐隆志・イガラシタカシ                               

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：               ） 
□   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象

とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること

 



令和5年 3月   3日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長） 
                              機関名 聖路加国際大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 教授 
                                                                                      
                              氏 名   奥山 絢子        
 

   次の職員の令和４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  がん対策推進総合研究事業                                 

２．研究課題名  患者・家族の意思決定能力に応じた適切な意思決定支援の実践に資する簡便で効果的な 

支援プログラムの開発に関する研究       

３．研究者名  （所属部署・職名） 聖路加国際大学 教授                                 

    （氏名・フリガナ） 奥山 絢子 オクヤマ アヤコ                                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 ■   □ ■ 国立がん研究センター □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象
とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有  無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和５年 ３月 ８日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長） 
                              機関名 学校法人杏林学園 杏林大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 渡邉 卓         
 

   次の職員の令和４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  がん対策推進総合研究事業                                 

２．研究課題名  患者・家族の意思決定能力に応じた適切な意思決定支援の実践に資する簡便で効果的な 

支援プログラムの開発に関する研究       

３．研究者名  （所属部署・職名）  医学部腫瘍内科学・講師                                

    （氏名・フリガナ）  水谷 友紀（ミズタニ トモノリ）                         

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象
とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 


